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１．概要 

本資料は，新規制基準を受けた設工認の再処理施設及び MOX 燃料加工施設の

第２回申請並びに廃棄物管理施設の設工認申請における申請対象設備に対し

て，具体的な設備等の設計が基本設計方針等の設計方針を踏まえて適切に行わ

れていることを補足説明するものである。 

本資料では，申請対象設備の具体的な設備等の設計が基本設計方針等の設計

方針を踏まえて適切に行われていることを示すことを目的に，基本設計方針等

の設計方針を要求事項として，申請対象設備に対し，説明すべき項目（各条文

の要求事項等）との関係を踏まえて具体的な設備等の設計を説明する。 

具体的な設備等の設計については，設備の構造等に係る「システム設計，構

造設計等」，構造等が要求を満足していることの確認に係る「解析，評価等」を

対象として説明するとともに，これらの結果として設備等の設計が要求事項を

満足していることを示す。 

また，基本設計方針等の設計方針を踏まえて適切に行われていることを示す

ために，要求事項を定める技術基準規則の条文単位で申請対象設備に対して説

明すべき項目（各条文の要求事項等）と考慮すべき構造設計等の設計項目を紐

づけ，具体の構造設計等に展開することで設計要求から具体的な設備等の設計

に至る一連の流れを示す。 

この際，説明すべき項目（各条文の要求事項等）と申請対象設備の関係，設

備の構造的な特徴を踏まえ，申請対象設備を類型して「設計説明分類」を設定

するとともに，説明の重複等が可能な限りなくなるよう合理的な説明を行うた

め説明すべき項目（各条文の要求事項等）の重要度や複数の設計説明分類間の

関連性を考慮し，説明を行う纏まりとして「説明グループ」を設定して説明を

行う。 

このような類型化を実施することにより，構造設計等の設計項目を展開し，

具体的な設備等の設計として説明が必要な事項が全て網羅されるような説明

体系とする。 

説明すべき項目（各条文の要求事項等）として基本設計等の設計方針を踏ま

え，設計説明分類と構造設計等の設計項目を展開し，具体的な設備等の設計と

して説明が必要な事項を抜け漏れなく抽出する。設計項目については，「システ

ム設計，構造設計等」，「解析，評価等」を考慮したものとする。 

また，上記抽出結果を踏まえて，具体的な設備等の設計として「システム設

計，構造設計等」，「解析，評価等」に係る説明を行う。 

 

本資料における具体的な設備等の設計に係る説明は，以下の資料構成で示す。 

 資料１ 申請対象設備リスト：全ての申請対象設備と設計として説明す
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べき項目（各条文の要求事項等），設計説明分類を紐づけ。（網羅性の確

保，申請対象設備に対する説明すべき項目を踏まえた類型化） 

 資料２ 各条文の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理：設計説明

分類と基本設計方針等の説明すべき項目，設計項目(システム設計，構造

設計，配置設計，評価)を整理。説明すべき項目に対して複数の設計説明

分類が該当する場合は，代表による説明対象の整理。 

 

 上記資料１，２により，設計として説明すべき項目と申請対象設備に対す

る網羅性の確保，申請対象設備に対する説明すべき項目を踏まえた類型

化及び具体的な設備等の設計として説明が必要な事項（設計項目）に対す

る抜け漏れのない抽出を達成する。資料３，４については，資料１，２で

抽出した構造設計等の設計に係る説明の具体的な展開を行う。 

 

 資料３ 設計説明分類のシステム設計，構造設計，配置設計：具体的な

設備等の設計を説明。（詳細設計展開表，詳細説明図，既認可からの変更

点） 

 資料４ 設計説明分類の解析・評価等：解析・評価の方法，各条件の根

拠等を説明。 
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２．説明すべき項目（各条文の要求事項等）を踏まえた申請対象設備の類型等 

２．１ 申請対象設備の類型 

説明すべき項目（各条文の要求事項等）を踏まえた申請対象設備の類型と

して，申請対象設備に対し，今回の設工認申請における説明すべき項目（各

条文の要求事項等）を網羅的に整理し，申請対象設備と説明すべき項目の関

係を踏まえて設計説明分類を設定する。 

 説明すべき項目（各条文の要求事項等）としては，「新規制基準での要求

事項（許可，技術基準規則）」，「設備の要求機能等の要求事項（許可，技

術基準規則）」，「設備の構造変更，評価方法の変更等の既認可からの変更

事項」が対象となる。 

 上記の説明すべき項目（各条文の要求事項等）と申請対象設備との紐づ

けによる類型を行うため，設備の特徴，説明すべき項目（各条文の要求

事項等）との関係，具体的な設備等の設計としての類似性等を考慮し，

設計説明分類を設定する。 

 この際，設工認申請において技術基準規則への適合性が認可要件である

こと，説明すべき項目（各条文の要求事項等），特に各条文の要求事項と

の関係を踏まえると条文によって類型の分類の視点が変わることから，

申請対象設備に対して説明すべき項目（各条文の要求事項等）の重要度

等を踏まえ主となる条文（主条文）を決めて，主条文を考慮した設計説

明分類とする。 

 

また，設工認申請における説明すべき項目（各条文の要求事項等）の重要度

や複数の設計説明分類間での関連性を考慮し，説明の重複等が可能な限りな

くなるよう合理的な説明を行うため説明グループを設定する。 

 構造設計等の説明を合理的に行うため，要求事項との関係を踏まえ，ま

とめて説明可能な単位を説明グループとして設定する。 

 具体的には，各設計説明分類における主条文及び関連条文において，構

造設計等として適合性を説明すべき要求事項の対象を明確にし，複数の

設計説明分類で同じ要求事項に対する構造設計等の説明を代表となる設

計説明分類を決めて，他の設計説明分類を併せて説明する等，合理的に

説明する観点から，説明グループを設定する。 

 説明対象の設計説明分類と他の設計説明分類との考慮事項などの関係す

る情報を示すことにより，具体的な設備等の設計において，可能な限り

手戻りや重複が発生しないように配慮する。 
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（１）再処理施設，廃棄物管理施設 

新規制基準施行前に設計基準に係る設備に対する設工認申請の認可

を得ていること，設備の要求機能等の要求事項については既認可から変

更はないことを踏まえ，説明すべき項目として「新規制基準での要求事

項」における外的・内的ハザードに対する防護設計を主軸に設計説明分

類を設定する。 

新規制基準での要求事項のひとつである重大事故等対処設備につい

ては，当該設備としての機能要求が説明すべき項目として挙げられるが，

設計基準対象施設と類似の説明すべき項目として外的・内的ハザードに

対する防護設計があり，これらの類似性を踏まえて，外的・内的ハザー

ドに対する防護設計を主軸に設計説明分類を整理する。 

外的・内的ハザードとして，外的事象，内的事象に対し，防護設計と

しての説明の類似性等を踏まえ，設計説明分類を設定する。 

外的事象として，外部衝撃による損傷の防止の追加要求に対し，基本

設計方針等の要求事項及び具体的な設備等の設計としての説明内容の

程度を踏まえて新たに設置する設備「対策設備」と既設設備「防護対象

等」に分類する。 

防護対象等については，外部衝撃に対して自ら耐える設計とする屋外

設備と建屋内に収納することで防護する屋内設備で設計が異なること

から，「屋外」，「屋内」分けて分類する。 

屋外の防護対象等については，外部衝撃（竜巻）に対する防護設計等

の類似性を考慮し，「建屋・構築物」，「機器・配管」に分類する。  

内的事象としては，溢水による損傷の防止，化学薬品の漏えいによる

損傷の防止，火災等による損傷の防止の追加要求に対し，「対策設備」，

「防護対象等」に分けて分類する。 

防護対象等については，内的事象に対して，流入防止対策，区域区画

設定等，屋外設備と屋内設備で設計が異なることから「屋外」，「屋内」

に分類する。 

 

上記外的・内的ハザードに対する防護設計の説明は類似するものの，

新規制基準での要求事項として居住性に係る設計を説明すべき項目と

する制御室等・緊急時対策所を外的事象，内的事象に加え，設計説明分

類として設定する。 

また，説明すべき項目のひとつである設備の構造変更，評価方法の変

更等の既認可からの変更事項については，新規制基準での要求事項を踏

まえたものであることから，新規制基準での要求事項を踏まえて設計説
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明分類を設定することにより，既認可からの変更事項についても含めて

構造設計等の説明に展開することができる。 

再処理施設の設計説明分類は，以下の 12 分類とする。 

項目 設計説明分類 

１ 外的事象 対策設備 竜巻対策設備 飛来物防護ネッ

ト 

２ 飛来物防護板 

３ 防護対象等 屋外 建物・構築物 

４ 機器・配管 

５ 屋内 機器・配管 

６ 内的事象 対策設備 溢水対策設備 

７ 火災防護設備 火災感知設備 

８ 消火設備 

９ 影響軽減設備 

10 防護対象等 屋外 洞道 

11 屋内 機器・配管 

12 緊急時対策所・制御室 

説明グループの設定に係る考え方は，以下の通り。 

 説明すべき項目（各条文の要求事項等）の今回申請における重要度，

要求事項において設備の構造等を決めるうえで主たる事項になる

外的事象に係る設計説明分類を最初の説明対象とする。外的事象で

の説明順序については，設備の新規か既設かの違いを考慮し，対策

設備を最初の項目とする。(説明グループ 1)

 次に外的事象の防護対象等に係る構造設計等を説明する。（説明グ

ループ２）

 上記以降合理的に説明できるよう一定の纏まりで説明を順次展開

する。（説明グループ３，４）
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（２）MOX 燃料加工施設 

MOX 燃料加工施設については，新規制基準施行前に全ての申請対象設

備に対する設工認申請の認可を得ていないことを踏まえ，設備の要求機

能等の要求事項を主軸に設計説明分類を設定する。 

具体的には，設備の要求機能等の要求事項の中で MOX 燃料加工施設の

設計において主要な事項となる閉じ込め機能の条文を主として，設計説

明分類を設定する。 

MOX 燃料加工施設の設計説明分類は，以下の 16 分類とする。 

項目 設計説明分類 

１ グローブボックス（オープンポートボックス，フード

を含む） 

２ グローブボックスと同等の閉じ込め機能を有する設

備 

３ 換気設備 

４ 液体の放射性物質を取り扱う設備 

５ 運搬・製品容器 

６ 機械装置・搬送設備 

７ 施設外漏えい堰 

８ 洞道 

９ ラック／ピット／棚 

10 消火設備 

11 火災防護設備（ダンパ） 

12 火災防護設備（シャッタ） 

13 警報設備等 

14 遮蔽扉，遮蔽蓋 

15 その他（非管理区域換気空調設備，窒素ガス供給設備） 

16 その他（被覆施設，組立施設等の設備構成） 

 

説明グループの設定に係る考え方は，以下の通り。 

 MOX の主要設備であるグローブボックス（閉じ込めが主条文）及

び関連する換気設備，機械装置・搬送設備，ラック／ピット／棚

に係る構造設計等の説明を最初の項目として説明する。(説明グ

ループ１) 

 上記の後，MOX 燃料加工施設の第２回設工認申請における要求事

項における重要度等を踏まえ火災，外部衝撃関係条文に係る構造

設計等の説明を行う。(説明グループ２) 
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 以降，合理的に説明できるよう一定の纏まりで説明を順次展開す

る。(説明グループ３～５)  

 また，設計説明分類の関連条文の適合説明については，設計とし

ての説明の纏まりを考慮し，他の説明グループでまとめて説明す

ることが効率的な場合は，他の説明グループでまとめて説明する。 

 

２．２ 申請対象設備リスト（資料１） 

資料１では，全ての申請対象設備に対して，抜け漏れなく具体的な設備

等の設計として説明すべき事項を展開できるよう，全ての設備に設計説明

分類を紐づけるとともに，各設備に対する説明すべき項目（各条文の要求

事項や既認可からの変更点等）を整理する。【対象とする設備，説明すべき

項目の網羅性，申請対象設備の類型化】 

そのため，設工認申請書添付書類 申請対象設備リストを基に申請対象

設備全てに対して対象となる設計として説明すべき項目を明確にすると

ともに，設計説明分類及びその設定に当たって考慮した主条文を紐づける。 

説明すべき項目については，技術基準規則の各条文での要求事項を対象

とし，重大事故等対処設備に係る条文において設計上考慮すべき事項と設

計基準の要求事項と同様となる外的，内的ハザードに係る事項（外部衝撃

による損傷の防止，溢水による損傷の防止，火災等による損傷の防止等）

については同様の要求事項に対して設計を説明する必要があることが明

確になるよう設計基準の条文の対象として明確にするとともに，重大事故

等対処設備としての特別な要求の有無を注記で示す。 

また，申請対象設備リストにおいて施設共通基本設計方針として整理し

た複数の設備に共通的な要求事項については，構造設計等として示す必要

のある事項が抜けなく展開できるよう資料１において施設共通基本設計

方針と関係する設備を整理し，各要求事項と設計説明分類の関係を明確に

する。 

資料１における記載等に係る留意事項等を以下に示す。 

 各申請対象設備に対して構造設計等を踏まえて条文適合を効率的に

説明することができる類型単位として設計説明分類を設定し，資料

２の展開において漏れがないようにする。 

 機器ごとに，既認可からの設計変更がある場合は，変更内容を記載

する。評価方法，評価条件の変更点がある場合も，変更内容として

記載する。 

 申請対象設備リストの各条文の列に分類(A,B-1,B-2,B-3,B-4)を記

載し，設計説明分類に関係する条文を明確にする。 
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 設計基準と重大事故で類似する設計要求として，竜巻，外部火災，

火山，航空機落下，落雷，その他，溢水，化学薬品漏えいの各事象の

要求事項と重大事故等対処設備（第 36 条）の条文要求との関係性が

明確になるよう，竜巻等の要求事項と重大事故等対処設備（第 36 条）

の要求事項との関係整理を資料１，２で明確にする。 

 資料１においては，設計基準の条文要求に対して重大事故（第 36 条）

で類似する設計要求がある場合は注記で関係性を示す。 

 施設共通 基本設計方針の対象がわかるように，該当する基本設計

方針の主語等を記載し，関連する設計説明分類の番号を記載する。 

 設計説明分類のうち各基本設計方針の対象となる範囲を整理し，資

料１の申請対象設備リストの番号と紐付けることで資料１と資料２

への繋がり等を整理する（資料１ 別添）。 

 

２．３ 各条文の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理（資料２） 

資料２では，基本設計方針等の設計方針及び対象設備を踏まえ説明すべ

き項目（各条文の要求事項等）と設計説明分類を紐づけるとともに，基本

設計方針の要求種別を踏まえて設計項目（システム設計，構造設計，配置

設計，評価）を明確にする。【説明すべき項目の類型した分類への網羅的な

展開】 

＜基本設計方針の要求種別と設計項目の関係＞ 

 設置要求：設備を設置することを要求するものであり，主に配置設

計に関係する。 

 機能要求①：設備の系統構成や設備構成を要求するものであり，主

にシステム設計に関係する。 

 機能要求②：設備に具体的な仕様を要求するものであり，主に構造

設計に関係する。 

 評価要求：設備が機能を達成することを説明するために評価等を行

うものであり，評価のみで要求事項を達成するものと評価によりシ

ステム設計，構造設計，配置設計が適切に行われていることを確認

するものがある。 

 

また，基本設計方針の要求種別が運用要求のものについても，設備の構

造等だけでなく，資機材等による運用による対応を合わせることにより要

求事項を達成できることを構造設計等として抜けなく展開するため，設計

項目（システム設計，構造設計，配置設計，評価）との関係を明確にする。 

上述のシステム設計，構造設計，配置設計，評価については，各々以下
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を設計として説明すべき項目を主として分類する。 

 システム設計：系統的な設計（システムとして機能を達成するため

の設計） 

 構造設計：機器等の構造に係る設計（構造設計：構造体としての形

状，支持方法，材料等（波及的影響の考慮を含む）） 

 配置設計：配置による設計（配置設計：離隔距離の確保，地下階に配

置，建屋内に収納等） 

 評価：構造設計等により要求事項を達成できることを確認するため

の評価，要求事項を達成できることを確認するための評価に係る項

目 

 

なお，評価のうち，構造設計等により要求事項を達成できることを確認

するものについては，どの構造設計等の項目と関連するかを明確にする。 

また，基本設計方針等の設計方針に対して複数の設計説明分類が関係す

る場合には，構造等の類似性を踏まえて代表する分類を設定して代表によ

る説明すべき項目に対する適合性の説明を行う。この際，代表として整理

できるとする考え方を明確にする。 

説明すべき項目のひとつである「既認可からの変更事項」を変更が必要

となった基本設計方針等の設計方針との関連性を紐づけることで，具体の

構造設計等の説明が必要な事項を明確にする。 

システム設計，構造設計，配置設計及び構造設計等と関連する評価に係

る設計項目については，「３．「システム設計，構造設計等」に係る説明（資

料３）」で具体の設備等の設計を示すこととし，評価のみの設計項目につい

ては，「４．「解析，評価等」に係る説明（資料４）」で具体の設備等の設計

を示す。「３．「システム設計，構造設計等」に係る説明（資料３）」に展開

した構造設計等と関連する評価については，資料３で構造設計等との関係

を示したうえで，具体的な評価等の方法については，資料４に展開する。 

なお，資料２における資料４での「解析，評価等」に係る代表選定等の

記載については，資料４に係る説明を行う際に追加等することにより，「シ

ステム設計，構造設計等」，「解析，評価等」に係る説明を段階的に示すこ

ととする。 

 

資料２における記載等に係る留意事項等を以下に示す。 

 資料２における説明すべき項目（各条文の要求事項等）をもとに設

計項目（システム設計，構造設計，配置設計，評価）の紐づけにつ

いては，基本設計方針の要求種別を踏まえたものとし，評価につい
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ては構造設計等を踏まえた評価（機能要求と評価要求など複数の要

求種別を設定した設計方針）と評価のみ（評価要求を要求種別とし

て設定した設計方針）で展開するものを仕分ける。 

 複数の設計説明分類に対して，代表して構造設計等を説明する場合

は，「説明グループの考え方」欄で代表の設計説明分類と代表以外

の設計説明分類との紐付を行う。また，代表して説明できる理由を

記載することで，類型化する考え方を明確にする。 

 同じ基本設計方針に対して，適合説明として設計項目（構造設計，

システム設計，配置設計）が複数ある場合は，それぞれの設計分類

において，適合説明として何を説明するのか，設計項目としての対

象範囲を明確にする。 

 重大事故等対処設備（第 36 条）に対する要求事項の環境条件等や

地震を要因とする重大事故等対処設備の耐震設計に係る事項につ

いては，設計基準の竜巻，外部火災，火山，航空機落下，落雷，そ

の他，溢水，化学薬品漏えいに係る防護設計と構造設計等への展開

が必要な事項が同様となることから，第 36 条の資料２で重大事故

等としての特別な要求等を明確にするとともに，設計基準の第８条

等の資料２において構造設計等の代表に係る説明を行うこととし，

「説明グループの考え方」において関連する設計基準の資料２との

関係性，どちらを代表で説明するか，その代表性に係る考え方等を

示す。 

 資料 1 で整理した施設共通 基本設計方針と設計説明分類の紐付

をもとに資料２において必要な構造設計等の説明を行う。 

 基本設計方針に係る設計方針と代表対象等の関係を整理し，資料２

の紐付整理結果（参考 2-１）として示すとともに，設計項目ごと

に代表が 1つになるようにする。 

 資料 2 の紐付整理結果において，任意の設計説明分類の資料３で

展開する基本設計方針がどれなのか，いつの説明グループで説明を

するのかという情報を整理することで，資料３と説明グループの関

係を明確にする。 

 各説明グループの説明に必要な個別補足説明資料とその内容を資

料２に示すとともに，参考 2-2 として纏める。 
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３．「システム設計，構造設計等」に係る説明（資料３） 

「システム設計，構造設計等」に係る説明としては，設計説明分類ごとに資

料２で整理した設計項目（システム・構造・配置設計）に対して設備等の具体

の設計を示す。また，資料２で複数の設計説明分類の間で代表を選定した場合

は，代表となる設計説明分類に対して構造設計等を示すとともに，代表以外の

設計説明分類における代表との差分の設計を合わせて示すこととする。 

構造設計等の具体の設計は，どの基本設計方針等の設計方針を踏まえて設計

したのかがわかるよう，紐づけを行うとともに，設計方針を踏まえどのように

具体の構造等に展開したのかがわかるよう具体的に示す。 

同じ設計方針がシステム設計，構造設計等の複数の設計に関係する場合は，

各設計に展開すべき設計方針の対象が明確になるよう付番等により紐づけを

行うとともに，当該設計に展開しない設計方針が他のどの設計方針に展開され

るものかを明確にする。 

 

設計説明分類は複数の設備をまとめて合理的に説明可能な単位として整理

していることを踏まえ，代表となる設備で設備等の具体の設計を示す。代表と

の差異がある設備に対しては，差異が生じる条件を明確にするとともに，当該

差異に対しても設計方針に沿った設計であることを示す。 

また，構造設計等と関連する評価の項目については，資料２での紐づけを踏

まえて資料３において，「2-2：解析・評価等」における解析・評価の条件（耐

震の場合，解析モデルの設定条件など）設定に当たって，「2-1：システム設計，

構造設計等」で特別に考慮する構造設計（以下，「評価にあたって特別に考慮す

る構造設計等」という。）を示すとともに，評価の項目では構造設計等を踏まえ

てどういう観点で評価を行うかを明確にする。具体的な評価方法等については，

資料４で展開する。 

 

基本設計方針等の設計方針への適合性を説明する際に，設計説明分類に含ま

れる設備をさらに分類して説明をすることで設計の適合性が明確になる場合

は，説明項目を細分化する。例えば，閉じ込め性を説明する対象として分類し

た「グローブボックス（オープンポートボックス，フードを含む）」に対し，設

計の細部である開口部における風速の維持等に係る設計を説明する場合に，

「グローブボックス」，「オープンポートボックス」，「フード」に細分化し，具

体の設計を示す。 

設計方針等で基本的な構造等を示したうえで，具体の構造等で例外的なもの

がある場合は「設計上の配慮事項」として明確にすることにより，例外的な構

造等に必要となる設計条件を明確にする。 
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上述の具体の設計の説明は，構造図等の図面と併せて示すとともに，設計方

針と構造図等の図面における説明内容を紐づけることにより設計が設計方針

に適合していることに係る説明性を確保する。 

具体の設計において，複数の条文で関連して設計を決める必要がある場合は，

各々の設計方針の関連性を示すことで複数の条文の基本設計方針等の設計方

針に適合していること，各々の設計方針で相反していないこと等を明確にする。 

構造設計等に係る既認可からの変更点については，基本設計方針等の設計方

針への適合性説明としての構造設計等との関係を明確にしたうえで，構造図等

の図面と併せて示す。 

 

資料３は，上記説明を行うため，設計説明分類ごとに「①詳細設計展開表」，

「②詳細説明図」，「③既認可からの変更点の構成」で示す。 

（１）①詳細設計展開表 

 設計説明分類ごとに，資料２で関連性を示した基本設計方針等の設

計方針に対して，適合性に係る具体的な構造設計等の設計を示す。 

 複数の設計説明分類の設計に跨る基本設計方針の要求事項について

は，それぞれの設計説明分類で説明する事項を明確にする。 

 資料２で同じ基本設計方針等の設計方針に対して代表を選定して構

造設計等の説明を示すとした事項については，代表とした設計説明

分類の資料３で具体的な設計を示し，代表以外の設計説明分類との

差分がある場合には，差分に係る説明を示す。 

 同じ設計説明分類に含まれる設備が複数ある場合は，共通的な構造

設計等により代表説明を行う等の合理的な説明方法を展開する。 

 また，構造設計等に係る説明の根拠を個別補足説明資料で展開する

必要がある場合には，関連する個別補足説明資料との関係を示す。 

 設計のインプット，アウトプットの関係として他条文の要求事項を

踏まえた構造設計等と関係する場合は，関連する条文の構造設計等

の項目との関係性を明確にする。 

 基本設計方針等の要求事項において，既認可から条件等が変更され，

それを踏まえて構造設計等を既認可から変更している場合は，既認

可からの変更として要求事項との関係も併せて明確にする。 

 

（２）②詳細説明図 

 冒頭に，全体構成を示す目次を添付する。本目次においては，主条

文の構造設計等を主軸に，関連する他条文の構造設計等を示す。ま

た，他の設計説明分類における設計とも基本設計方針番号で紐づけ
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る。 

 目次の構成については，設計説明分類の主条文及び関連条文の詳細

設計方針を踏まえ，主条文を軸に項目をたて，さらに細かい内容は

階層を下げて項目立てする。関連条文は主条文と直接関連する詳細

設計方針について，主条文の対応する詳細設計方針の説明項目の中

に含めた構成とする。 

 各目次項目には，各基本設計方針の要求事項に対する構造設計等の

説明項目とするとともに，各項目に対する条文の説明内容の冒頭に，

【条文番号】と（ ）書きで基本設計方針の要求事項の概要を示す。 

 複数の設計説明分類の設計に跨る基本設計方針の要求事項について

は，関連する設計説明分類の設計を目次の表及び，資料３②の該当

する説明頁の注記で記載することにより，資料間の繋がりを持たせ

た記載とする。 

 詳細説明図として使用する図中に示す寸法等の設計情報については，

要求事項への適合説明上必要なものを対象として示す。 

 

（３）③既認可からの変更点の構成 

 設計説明分類ごとに，資料３①詳細設計展開表に示した設計方針を

受けて，既認可から変更した箇所を図を用いて示す。 

 基本設計方針等の設計方針での要求事項との関係がわかるように変

更点を示す。 

 

４．「解析，評価等」に係る説明（資料４） 

「解析，評価等」に係る説明としては，解析・評価の目的，条件（条件とな

る値等のインプット，条件設定に係る根拠等），方法等について説明する。 

資料２で設計項目を評価とした項目を対象として，評価条件の設定，評価方

法，評価式，既認可からの変更点について説明することとし，資料３で示す構

造設計等と関連する事項については，資料３での構造設計等のどの部分と関連

するか，何をインプットとして考慮しているか等を示す。 

また，評価条件の設定や評価方法，評価式等に対して，その設定等の根拠を

示すこととし，その説明を個別補足説明資料で展開する場合には，解析・評価

等として示す設計で示す内容との関係を明確にする。 

本説明においても，評価方法等の類似性等を考慮し，代表による説明を行う

こととし，代表とした項目については，その代表性の説明及び代表以外との差

分がある場合は，その差分を説明する。 

以 上 
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別添１ 再処理施設
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説明
グループ

項
目 設計説明分類 設計説明分類に含まれ

る主な対象設備 主条文 本説明グループで
説明を行う関連条文(変更事項あり)

別の説明グループで
説明を行う関連条文(変更事項あり)

関連条文
(変更事項なし)

説明グループ
１

外的事象
対策設備

１

外的事象_対策設備 竜巻対策設備_
飛来物防護ネット

・非安重
飛来物防護ネット(使用済
燃料の受入れ施設及び貯
蔵施設用 安全冷却水系
冷却塔A,B)等

・第8条 外部衝撃
(竜巻)
【竜巻防護対策設備の設計】

・第5条 地盤、第6条 地震
【建物 構築物(屋外重要土木構造物以外)】

・第8条 外部衝撃
(火山)
【構造強度設計（構築物）】
【腐食防止設計（Gr1/1を代表にて整理）】

(外火)
【耐火塗装（Gr1/1を代表にて整理）】
(落雷)
【直撃雷対策】

・第10条 閉じ込め
【冷却能力への悪影響防止】

・第19条 貯蔵
【冷却能力への悪影響防止】

・第16条 安有
【環境条件等(温度，圧力，湿度，放射線等)(Gr4/11を代表
に説明)】
【試験・検査性(Gr4/11を代表に説明)】

－

２

竜巻対策設備_
飛来物防護板

・非安重/(SA)
飛来物防護板(主排気筒
接続用 屋外配管及び屋
外ダクト 主排気筒周り)
等

・第8/36条 外部衝撃/重大事故
(竜巻)
【竜巻防護対策設備の設計】

・第5/32条 地盤、第6/33条 地震
【建物 構築物(屋外重要土木構造物以外)】

・第8/36条 外部衝撃/重大事故
(火山)
【構造強度設計（構築物） (Gr1/1を代表に説明)】
【腐食防止設計 (Gr1/1を代表に説明)】

(外火)
【耐火塗装】

・第36条 重大事故
【1.2Ss機能維持（波及影響）】

・第16条 安有
【環境条件等(温度，圧力，湿度，放射線等)(Gr4/11を代表
に説明)】
【試験・検査性(Gr4/11を代表に説明)】

－

※ 下線の条文は，当該説明グループで説明が完了する条文を示す。
※ 「Gr○(説明グループ)/○(項目番号)」を示す。
※ 条文名称は略称とする。
※ 【 】は、説明内容を示す。
※ ( )は、別グループの展開先のグループ、項目番号を示す。
※ 赤字は、SAの関連項目を示す。

説明グループ１は、外的事象に対する対策として新規に設置する対策設備について、主条文で
ある第8条(外部衝撃)及び関連条文を纏めて説明する。
・16条(安有) は施設共通の要求のため、後の説明グループで合わせて説明する。

説明グループと代表とする設計説明分類【再処理施設：説明グループ1 （1/1）】
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説明
グループ

項
目 設計説明分類 設計説明分類に含まれ

る主な対象設備 主条文 本説明グループで
説明を行う関連条文（変更事項あり）

別の説明グループで
説明を行う関連条文（変更事項あり)

関連条文
（変更事項なし）

説明グループ
２

外的事象
防護対象

5

外的事象_防護対
象等

屋内_機器・配管
（ DB/SA 兼 用 、
SA専用含む）

• 安 重 /SA( 外 気 と 繋
がっている屋内設備)

収納管、セル排風機 等

• 非安重（給気ユニット
等）

給気ユニット

• 安重（固化セルフィル
タ2段化）

固化セル圧力放出系前
置フィルタユニット

・第8/36条 外部衝撃/重
大事故
(竜巻)

【構造強度設計（気圧
差）】
【配置設計】

・第6/33条 地震
【機器（定式化）】
【機器（FEM)】【配管系】
【B,Cクラスの設計方針】

・第8/36条 外部衝撃/重大事故
(火山)

【配置設計】
【降下火砕物の侵入防止設計（換気設備給
気系等へのフィルタの設置、冷却塔等）】
【貯蔵ピットの閉塞防止設計】

(外火)
【配置設計】
【貯蔵ピットのばい煙による閉塞防止設計】
【ばい煙の侵入防止設計（フィルタ設置）】

(落雷)
【配置設計】

(その他)
【凍結に対する防護対策（建屋収納、給気加
熱）】
【高温に対する防護対策(Gr2/4を代表に説
明)】
【積雪に対する防護対策（給気加熱）】
【生物学的事象に対する防護対策（バードスク
リーン等）(Gr2/3を代表に説明)】
【塩害に対する防護対策（塗装等）(Gr2/4を
代表に説明)】

・第10条 閉じ込め
【設計基準事故時の線量低減】

・第36条 重大事故
【1.2Ss機能維持（可搬型SA設備の加振試
験、波及影響含む）】

・第11/35条 火災
【火災区域・区画(Gr4/11を代表に説明)】

・第12/36条 溢水/重大事故
【没水、被水、蒸気影響に対する設計（屋内）(Gr3/11を代表に説明)】
【燃料貯蔵プール・ピット及び貯水槽のスロッシング後の機能維持(Gr3/11

を代表に説明)】
・第13/36条 薬品/重大事故
【没液、被液、腐食性ガスに対する設計（屋内）(Gr3/11を代表に説
明)】

・第16/36条 安有/重大事故
【内部発生飛散物の発生防止(Gr4/11を代表に説明)】
【環境条件（温度、圧力、湿度、放射線等）(Gr4/11を代表に説明)】
【操作性及び試験・検査性(Gr4/11を代表に説明)】

・第17/37条 材料
【構造計算(Gr4/11を代表に説明)】【設計方針(Gr4/11を代表に説明)】

・第28条 換気
【固化セル圧力放出系前置フィルタユニットのフィルタ２段化(Gr4/5を代表

に説明)】
・第36条 重大事故
【多様性・位置的分散(Gr4/4,11を代表に説明)】
【悪影響防止設計（DB設備への悪影響防止設計）(Gr4/3,4,5,11,
12を代表に説明)】
【個数・容量(Gr4/3,4,5,11,12を代表に説明)】

・第38条 臨界(SA)
【臨界事故対処(Gr4/3,4,5,11を代表に説明)】

・第39条 蒸発乾固
【蒸発乾固対処(Gr4/3,4,5,11を代表に説明)】

・第40条 水素爆発
【水素爆発対処(Gr4/3,4,5,11を代表に説明)】

・第41条 有機溶媒
【TBP等の錯体の急激な分解反応対処(Gr4/3,4,5,11を代表に説明)】

第15条 安重
第17条 材料
第19条 貯蔵
第24条 廃棄
第25条 保管廃棄

説明グループと代表とする設計説明分類【再処理施設：説明グループ2 （3/3）】
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説明
グループ

項
目 設計説明分類 設計説明分類に含まれ

る主な対象設備 主条文 本説明グループで
説明を行う関連条文(変更事項あり)

別の説明グループで
説明を行う関連条文(変更事項あり)

関連条文
(変更事項なし)

説明グループ
３

内的事象
対策設備(溢水/薬
品漏えい)、防護対

象

6

内的事象_対策設備 溢水対策設備 ・非安重/(SA)
(溢水対策設備)
溢水区画構築物(堰 等)、
溢水防護板 等

・非安重/SA
(溢水対策設備)
止水板、蓋

・非安重/(SA)
(化学薬品対策設備)
薬品防護板

・第12/36条 溢水/重大事故
【対策設備の設計】

・第5条 地盤、第6条 地震
【機器(FEM)】
【B,Cクラスの設計方針】

・第13条 薬品
【対策設備の設計】

・第36条 重大事故
【1.2Ss機能維持（波及影響）】

・第42条 プール
【スロッシングによる漏えいを抑制する対策設備の設計】

・第16/36条 安有/重大事故
【環境条件等(温度，圧力，湿度，放射線 等)
(Gr4/11を代表に説明)】
【操作性及び試験・検査性(Gr4/11を代表に説明)】
【MOX共用(Gr4/11を代表に説明)】

・第17/37条 材料
【設計方針(Gr4/11を代表に説明)】

－

説明グループ3は、内的事象に対する対策として新規に設置する対策設備および屋内の防護対象等について、
主条文である第12条(溢水)と関連して合わせて説明が必要となる関連条文について説明する。なお、他の設
備と関連して後で説明すべき事項等は後の説明グループで合わせて説明する。
・16条（安有）、17条/37条（材料及び構造）は施設共通の要求のため、後の説明グループで合わせて説明
する。
・11条/35条（火災）は対策設備と防護対象を合わせて説明した方が説明が合理的になるため、後の説明グ
ループで合わせて説明する。
・38条～42条、44条、45条、47条、49条、50条はSA対処能力に関連する説明であることから、関連する設
備がすべてそろった状態で後の説明グループで合わせて説明する。
・個別条文、その他変更（HEAF対策、居住性（通信連絡設備）、MOX共用（海洋放出管理系）、廃棄物貯
蔵系の増容量等）に係る条文の説明項目は後の説明グループで合わせて説明する。

説明グループと代表とする設計説明分類【再処理施設：説明グループ3 （1/2）】
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説明
グループ

項
目 設計説明分類 設計説明分類に含まれ

る主な対象設備 主条文 本説明グループで
説明を行う関連条文（変更事項あり）

別の説明グループで
説明を行う関連条文（変更事項あり)

関連条文
（変更事項なし）

説明グループ
4

その他
5

外的事象_防護対
象等

屋内_機器・配管
（ DB/SA 兼 用 、
SA専用含む）

• 安 重 /SA( 外 気 と 繋
がっている屋内設備)

収納管、セル排風機 等

• 非安重（給気ユニット
等）

給気ユニット

• 安重（固化セルフィル
タ2段化）

固化セル圧力放出系前
置フィルタユニット

・第8/36条 外部衝撃/重
大事故
(竜巻)

【構造強度設計（気圧
差）】
【配置設計】

※Gr2で説明

・第11/35条 火災
【火災区域・区画(Gr4/11を代表に説明)】

・第16/36条 安有/重大事故
【内部発生飛散物の発生防止(Gr4/11を代表に説明)】
【環境条件（温度、圧力、湿度、放射線等）(Gr4/11を代
表に説明)】
【操作性及び試験・検査性(Gr4/11を代表に説明)】

・第17/37条 材料
【構造計算(Gr4/11を代表に説明)】
【設計方針(Gr4/11を代表に説明)】

・第28条 換気
【固化セル圧力放出系前置フィルタユニットのフィルタ２段化】

・第36条 重大事故
【多様性・位置的分散(Gr4/4,11を代表に説明)】
【悪影響防止設計（DB設備への悪影響防止設計）
(Gr4/3,4,11,12と合わせて説明)】
【個数・容量 (Gr4/3,4,11,12と合わせて説明)】
【1.2Ss機能維持（可搬型SA設備の加振試験、波及影響
含む】

・第38条 臨界(SA)
【臨界事故対処(Gr4/3,4,11と合わせて説明)】

・第39条 蒸発乾固
【蒸発乾固対処(Gr4/3,4,11と合わせて説明)】

・第40条 水素爆発
【水素爆発対処 (Gr4/3,4,11と合わせて説明)】

・第41条 有機溶媒
【TBP等の錯体の急激な分解反応対処(Gr4/3,4,11と合わ
せて説明)】

・第6/33条 地震
【機器（定式化）】【機器（FEM)】【配管系】
【B,Cクラスの設計方針】

・第8/36条 外部衝撃/重大事故
(火山)
【配置設計(Gr2/5を代表に説明)】
【降下火砕物の侵入防止設計（換気設備給気
系等へのフィルタの設置、冷却塔等）(Gr2/5を代表に説明)】
【貯蔵ピットの閉塞防止設計(Gr2/5を代表に説明)】

(外火)
【配置設計(Gr2/5を代表に説明)】
【貯蔵ピットのばい煙による閉塞防止設計(Gr2/5を代表に
説明)】
【ばい煙の侵入防止設計（フィルタ設置）(Gr2/5を代表に
説明)】

(落雷)
【配置設計(Gr2/5を代表に説明)】

(その他)
【凍結に対する防護対策（建屋収納、給気加熱）
(Gr2/5を代表に説明)】
【高温に対する防護対策(Gr2/4を代表に説明)】
【積雪に対する防護対策（給気加熱）
(Gr2/5を代表に説明)】
【生物学的事象に対する防護対策（バードスクリーン
等）(Gr2/3を代表に説明)】
【塩害に対する防護対策（塗装等）(Gr2/4を代表に説明)】

・第10条 閉じ込め
【設計基準事故時の線量低減(Gr2/5を代表に説明)】

・第12/36条 溢水/重大事故
【没水、被水、蒸気影響に対する設計（屋内）
(Gr3/11を代表に説明)】
【燃料貯蔵プール・ピット及び貯水槽のスロッシング後の
機能維持(Gr3/11を代表に説明)】

・第13/36条 薬品/重大事故
【没液、被液、腐食性ガスに対する設計（屋内）
(Gr3/11を代表に説明)】

・第36条 重大事故
【1.2Ss機能維持】

第15条 安重
第17条 材料
第19条 貯蔵
第24条 廃棄
第25条 保管廃棄

説明グループと代表とする設計説明分類【再処理施設：説明グループ4 （3/6）】
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説明
グループ

項
目 設計説明分類 設計説明分類に含まれ

る主な対象設備 主条文 本説明グループで
説明を行う関連条文（変更事項あり）

別の説明グループで
説明を行う関連条文（変更事項あり)

関連条文
（変更事項なし）

説明グループ
4

その他

7

内的事象_対策設
備

火災防護設備_火
災感知設備

• 非安重/(SA)
炎感知器、煙感知器

等

・第11/35条 火災
【火災感知設備の選定、配置】

・第6/33条 地震
【B,Cクラスの設計方針】

・第16/36条 安有/重大事故
【MOX共用(Gr4/11を代表に説明)】
【環境条件等（温度、圧力、湿度、放射線等）(Gr4/11を代表に説明)】
【操作性及び試験・検査性(Gr4/11を代表に説明)】
【1.2Ss機能維持】

－ －

8

火災防護設備_消
火設備

• 非安重/(SA)
二酸化炭素消火設備

等

・第11/35条 火災
【固定式消火設備の選定、配
置】
【消火水供給設備の系統構成、
配置】
【蓄電池内蔵型照明の性能、
配置】

・第6/33条 地震
【B,Cクラスの設計方針】

・第16/36条 安有/重大事故
【MOX共用(Gr4/11を代表に説明)】
【環境条件等（温度、圧力、湿度、放射線等）(Gr4/11を代表に説明)】
【操作性及び試験・検査性(Gr4/11を代表に説明)】
【1.2Ss機能維持】

－ －

9

火災防護設備_影
響軽減設備

• 非安重
一時間耐火壁
火災区域構造物及び火

災区画構造物 等

・第11条 火災
【影響軽減設備（3時間、1時
間耐火隔壁）の配置、構造】

・第6条 地震
【機器（FEM）】【B,Cクラスの設計方針】

・第16条 安有
【MOX共用(Gr4/11を代表に説明)】
【環境条件等（温度、圧力、湿度、放射線等）(Gr4/11を代表に説明)】
【試験・検査性(Gr4/11を代表に説明)】

－ －

10

内的事象_防護対
象等

屋外_洞道 • 安重/SA（洞道）
分離建屋／高レベル廃

液ガラス固化建屋間洞道
等

• 非安重/SA（洞道）
使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋/安全冷却水系冷
却塔A,B基礎間洞道 等

・第12/36条 溢水/重大事故
【建屋内への流入防止】
【没水、被水、蒸気影響に対す
る設計（屋外）】
※Gr2で説明

・第5/32条 地盤、第6/33条 地震
【建物 構築物(屋外重要土木構造物以外)】
【B,Cクラスの設計方針】

・第16/36条 安有/重大事故
【環境条件等（温度、圧力、湿度、放射線等）(Gr4/11を代表に説明)】
【操作性及び試験・検査性(Gr4/11を代表に説明)】
【1.2Ss機能維持】

・第8条 外部衝撃
(その他)
【降水に対する防護対策（貫通部止水処
理）(Gr2/3を代表に説明)】

第10条 閉じ込め、第26
条 汚染防止
第16条 安有
第19条 貯蔵
第24条 廃棄

説明グループと代表とする設計説明分類【再処理施設：説明グループ4 （4/6）】
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説明
グループ

項
目 設計説明分類 設計説明分類に含まれる

主な対象設備 主条文 本説明グループで
説明を行う関連条文（変更事項あり）

別の説明グループで説明を行う関連条
文（変更事項あり)

関連条文
（変更事項なし）

説明グループ
4

その他
11

内的事象
_ 防 護 対
象等

屋内_機器・
配管
（DB/SA兼
用含む）

・非安重(耐震評価のみ)
燃料横転クレーン 等

・第6/33条 地震
【機器(定式化)】【機器(FEM】
【配管系】【B,Cクラスの設計方
針】
※Gr3で説明

・第11/35条 火災
【火災区域・区画】

・第16/36条 安有/重大事故
【内部発生飛散物の発生防止】
【MOX共用】
【環境条件等（温度、圧力、湿度、放射線等）】
【操作性及び試験・検査性】

・第17/37条 材料
【構造計算】
【設計方針】

・第23/48条 制御室
【制御室の居住性 (Gr4/12と合わせて説明)】

・第24条 廃棄
【海洋放出管理系】

・第30/50条 緊対
【緊急時対策所の居住性(Gr4/12と合わせて説明)】
【SA対処の指示を行うために必要な設備(Gr4/4,12と合わせて説明)】
【SA時の情報把握、通信連絡を行う設備(Gr4/12と合わせて説明)】

・第31/51条 通信
【警報装置、多様性を確保した通信連絡設備】
【多様性を確保した専用通信回線】
【SA時の通信連絡】

・第36条 重大事故
【多様性・位置的分散(Gr4/4と合わせて説明)】
【悪影響防止設計（DB設備への悪影響防止設計）(Gr4/3,4,5,12
と合わせて説明)】
【環境条件等（汽水を供給する系統）】
【個数・容量(Gr4/3,4,5,12と合わせて説明)】

・第38条 臨界(SA) 【臨界事故対処(Gr4/3,4,5と合わせて説明)】
・第39条 蒸発乾固 【蒸発乾固対処】】(Gr4/3,4,5と合わせて説明)】
・第40条 水素爆発 【水素爆発対処(Gr4/3,4,5と合わせて説明)】
・第41条 有機溶媒
【TBP等の錯体の急激な分解反応対処(Gr4/3,4,5と合わせて説明)】

・第42条 プール
【スロッシングによる漏えいに対する設計(Gr4/3,4と合わせて説明)】

・第44条 放出抑制
【放射性物質の放出抑制(Gr4/3,4と合わせて説明)】

・第45条 水供給
【SA対処に必要な水源確保(Gr4/3,4と合わせて説明)】

・第47条 計装
【SA対処時の情報把握(Gr4/4,12と合わせて説明)】

・第49条 監視
【放射性物質の濃度及び線量の監視、測定（Gr4/3,4,12と合わせて説
明）】
【気象条件の測定（Gr4/4,12と合わせて説明）】

・第5/32条 地盤、第6/33条 地震
【機器(定式化)】【機器(FEM】【配管系】
【B,Cクラスの設計方針】

・第8/36条 外部衝撃/重大事故
(竜巻)

【構造強度設計(気圧差)(Gr2/5を代表に
説明)】
【配置設計(Gr2/5を代表に説明)】

(火山)
【配置設計（Gr2/5を代表に説明）】
【腐食防止設計(Gr1/1を代表に説明)】
【腐食/磨耗防止設計(Gr2/4を代表に説
明)】
【降下火砕物の侵入防止設計(換気設備
給気系等へのフィルタの設置) (Gr2/5を代
表に説明)】
【間接的影響に対する設計(7日間の電源供
給) (Gr3/11を代表に説明)】

(外火)
【配置設計(Gr2/5を代表に説明)】
【構造強度設計(フィルタ又はワイヤーネット設
置含む) (Gr3/11を代表に説明)】

【輻射熱に対する構造強度設計(Gr3/11を
代表に説明)】
【ばい煙の侵入防止設計 (フィルタ設置 )

（Gr2/5を代表に説明）】
(落雷)
【間接雷対策（Gr3/11を代表に説明）】
【配置設計（Gr2/5を代表に説明）】
(その他)
【凍結に対する防護対策(建屋収納、給気加
熱) (Gr2/5を代表に説明)】
【高温に対する防護対策(Gr2/4を代表に
説明)】
【電磁的障害に対する防護対策設計
(Gr2/4を代表に説明)】

・第13/36条 薬品/重大事故
【没液、被液、腐食性ガスに対する設計
(屋内) (Gr3/11を代表に説明)】
【化学薬品の漏えい源から除外する耐震
Ｂ，Ｃクラス設備の設計(Gr3/11を代表に
説明)】

・第36条 重大事故
【1.2Ss機能維持（可搬型SA設備の加振
試験、波及影響含む）】

第4条 臨界
第10条 閉じ込め
第15条 安重
第17条 材料
第18条 搬送
第19条 貯蔵
第20条 計測制御
第22条 保護回路
第28条 換気

・非安重(パネル難燃化の対象となるＧＢ)
機器調整用グロ―ブボックス 等

・非安重(貯蔵設備等の防護対象(火災))
低レベル固体廃棄物貯蔵エリア(第１低

レベル廃棄物貯蔵系)等

・第11/35条 火災
【グローブボックスパネル難燃化】
【火災区域・区画】

・安重/SA(屋内_常設)
溶解槽 等

・非安重/SA(屋内_常設)
凝縮廃液受槽セル漏えい液受皿 等

・非安重/(SA)(溢水源から除外する設備)
主配管(溶液保持系)等

・非安重(ユーティリティ設備等の共用)
海洋放出管理系の主配管(低レベル廃

液処理系) 等
・SA(屋内_常設)
凝縮器、セル導出ユニットフィ

ルタ 等
・SA(屋内_可搬)

可搬型排風機、可搬型建屋内ホース
等
・非安重(基本設計方針のみ)

使用済燃料輸送容器管理建屋天井ク
レーン等

・第12/36条 溢水/重大事故
【没水、被水、蒸気影響に対す
る設計(屋内)
SA①：水を除去することにより
機能回復する設計
SA②：予備品への交換により
機能回復する設計
SA③：影響を受けない範囲へ
の保管、防水シートによる保護】
【燃料貯蔵プール・ピット及び貯
水槽のスロッシング後の機能維
持】
【溢水源から除外する耐震B、C
クラス設備の設計】
※Gr3で説明

・非安重(増容量に係る設備)
低レベル固体廃棄物貯蔵エリア(第１貯

蔵系)

・第25条 保管廃棄
【廃棄物貯蔵設備の増容量】

・安重(遮蔽設備)
遮蔽設備（前処理建屋）等

・非安重(遮蔽設備)
遮蔽設備(第2低レベル廃棄物貯蔵建

屋) 等

・第27条 遮蔽
【廃棄物貯蔵設備の増容量に
伴う遮蔽設計】
【敷地境界見直し等に伴う遮蔽
設計】

・安重(HEAF)/SA(内的SA)
6.9kV非常用メタクラ 等

・非安重(HEAF、一相開放)/SA(内的
SA)
1号,2号受電変圧器 等

・第29/46条 保安電源/電源
【HEAF対策】
【一相開放故障時対策】
【SA対処に必要な電源確保
(Gr4/4と合わせて説明）】

説明グループと代表とする設計説明分類【再処理施設：説明グループ4 （5/6）】
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説明
グループ

項
目 設計説明分類 設計説明分類に含まれる

主な対象設備 主条文 本説明グループで
説明を行う関連条文（変更事項あり）

別の説明グループで
説明を行う関連条文（変更事項あり)

関連条文（変
更事項なし）

説明グループ
4

その他
12

個 別
条文

緊 急 時
対策所・
制御室

（緊急時対策所）
• 非安重（緊急時対策建屋（アクセスル

―ト含む））/SA
緊急時対策建屋

• 非安重/SA（緊急時対策建屋換気設
備、緊急時対策建屋情報把握設備）

緊急時対策建屋送風機
緊急時デ―タ収集装置(ＤＢ)盤 等

• 非安重/SA（屋内_可搬）
可搬型酸素濃度計 等

• SA（屋外_常設）
重油貯槽 等

• SA（屋外_可搬）
可搬型ダストモニタ 等

• SA（屋内_常設）
緊急時対策建屋加圧ユニット 等

• SA（屋内_可搬）
可搬型発電機 等

・第30/50条 緊急
時対策所
【緊急時対策所の
設置】
【緊急時対策所の
居住性(Gr4/11と
合わせて説明)】
【SA対処の指示を
行うために必要な設
備 (Gr4/4,11と合
わせて説明)】
【SA時の情報把握，
通信連絡を行う設
備 に 関 す る 設 計
(Gr4/11 と 合 わ せ
て説明)】
【SA時の要員の収
容に関する設計】

・第5/32条 地盤、第6/33条 地震
【建物 構築物(屋外重要土木構造物以外)】
【機器（定式化）】
【配管系】
【B,Cクラスの設計方針】

・第8/36条 外部衝撃/重大事故
(火山)
【制御室/緊対換気設備の再循環運転】

(外部火災)
【制御室/緊対換気設備の再循環運転】

(その他)
【有毒ガスに対する防護対策】

・第11/35条 火災
【火災区域・区画(Gr4/11を代表に説明)】

・第14条 安全避難通路等
【避難用照明】
【作業用照明】

・第16/36条 安有/重大事故
【内部発生飛散物の発生防止(Gr4/11を代表に説明)】
【MOX共用(Gr4/11を代表に説明)】
【環境条件等(温度、圧力、湿度、放射線等)(Gr4/11を代表に説

明)】
【操作性及び試験・検査性(Gr4/11を代表に説明)】
【多様性・位置的分散(Gr4/4,11を代表に説明)】
【悪影響防止設計（DB設備への悪影響防止設計）
(Gr4/3,4,5,11と合わせて説明)】
【個数・容量(Gr4/3,4,5,11と合わせて説明)】
【1.2Ss機能維持(可搬型SA設備の加振試験、波及影響含む) 】

・第17/37条 材料
【設計方針(Gr4/11を代表に説明)】
【構造計算(Gr4/11を代表に説明)】

・第47条 計装
【SA対処時の情報把握(Gr4/4,11と合わせて説明)】

・第49条 監視
【放射性物質の濃度及び線量の監視（Gr4/3,4,11と合わせて説
明）】
【気象条件の測定（Gr4/3,4,11と合わせて説明）】

・第8/36条 外部衝撃/重大事故
(竜巻)
【構造強度設計(気圧差)(Gr2/5を代表に説明)】
【構造強度設計(建物)(Gr2/3を代表に説明)】
【配置設計(Gr2/5を代表に説明)】
【環境条件等に対する機能維持設計（設計荷重（竜巻）の影響を踏まえた
屋外の可搬型SA設備の固縛の設計） (Gr2/4を代表に説明)】

(火山）
【構造強度設計(建物)(Gr2/3を代表に説明)】
【可搬型重大事故等対処設備の損傷防止(除雪，フィルタ
交換，清掃，除灰及び屋内への配備) (Gr2/4を代表に説明)】
【配置設計(Gr2/5を代表に説明)】
【腐食防止設計 (Gr1/1を代表に説明)】
【降下火砕物の侵入防止設計（防雪フード）(Gr2/3を代表に説明)】
【降下火砕物の侵入防止設計（換気設備給気系等へのフィルタの設置、冷
却塔等）(Gr2/4を代表に説明)】

(外火)
【構造強度設計(建物)(Gr2/3を代表に説明)】
【配置設計(Gr2/5を代表に説明)】
【ばい煙の侵入防止設計（フィルタ設置）(Gr2/5を代表に説明)】

(落雷)
【直撃雷対策(Gr2/3を代表に説明)】
【配置設計(Gr2/5を代表に説明)】

(その他)
【凍結に対する防護対策（建屋内収納、給気加熱）(Gr2/5を代表に説
明)】
【高温に対する防護対策(Gr2/4を代表に説明)】
【降水に対する防護対策(貫通部止水処理等)(Gr2/3を代表に説明)】
【積雪に対する防護対策(給気加熱)(Gr2/5を代表に説明)】
【生物学的事象に対する防護対策(バードスクリーン等)(Gr2/3を代表に説
明)】
【塩害に対する防護対策（塗装等）(Gr2/4を代表に説明)】

・第12/36条 溢水/重大事故
【没水、被水、蒸気影響に対する設計（屋内）(Gr3/11を代表に説明)】
SA①：水を除去することにより機能回復する設計
SA②：予備品への交換により機能回復する設計
SA③：影響を受けない範囲への保管、防水シートによる保護

【建屋内への流入防止設計(Gr2/3を代表に説明)】
【没水、被水、蒸気影響に対する設計（屋外）(Gr2/4を代表に説明)】
※影響を受けない範囲への保管、防水シートによる保護

・第13/36条 薬品/重大事故
【没液、被液、腐食性ガスに対する設計（屋内）(Gr3/11を代表に説明)】
【建屋内への流入防止設計(Gr2/3を代表に説明)】
【没液、被液、腐食性ガスに対する設計（屋外） (Gr2/4を代表に説明)】

・第34条 津波
【津波による損傷を防止する設計(Gr2/3を代表に説明)】

－

（制御室）
• 安重（中央制御室の換気設備）/SA

（常設_内的SA）
中央制御室送風機 等

• 非安重（制御室の換気設備）/SA（常
設_内的SA）

制御室排風機 等
• 非安重（制御室遮蔽設備）/SA（常

設）
制御室遮蔽設備

• 非安重（外部状況の監視カメラ）
監視カメラ、気象盤

• 非安重（照明）
蓄電池内蔵照明等

• 安重/SA（常設_内的SA）
安全系監視制御盤、放射線監視盤

• 非安重/SA（常設_内的SA）
監視制御盤、環境監視盤、放射線監視盤

• SA（屋内_常設）
情報把握計装設備用屋内伝送系統
建屋間伝送用無線装置

• SA（屋内_可搬）
代替制御室送風機 等

• SA（屋外_可搬）
情報把握計装設備可搬型発電機 等

・第23/48条 制御
室
【外部の状況を把
握するための装置に
関する設計】
【制御室の居住性
(Gr4/11 と 合 わ せ
て説明)】

説明グループと代表とする設計説明分類【再処理施設：説明グループ4 （6/6）】
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別添２ MOX燃料加工施設
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説明
グループ 項目 設計説明分類 主条文 本説明グループで

説明を行う関連条文 別の説明グループで説明を行う関連条文

４
警報、遮蔽、
安有

関係条文
の対象

13 警報設備等 第18条 警報 【警報に係る
設計】 ー

第5条、第26条 地盤、第6条、第27条 地震【Cクラスの設
計方針(Gr1/1,3を代表に説明)】
第14条 安有【施設共通設計(Gr4/16を代表に説明 )】

14 遮蔽扉、遮蔽蓋
第22条 遮蔽
【遮蔽体の設計〈〈Gr1/1,6〉〉
〈〈Gr3/5,8,9〉〉】

ー

第5条、第26条 地盤、第6条、第27条 地震【Cクラスの設
計方針(Gr1/1,3を代表に説明)】
第11条、第29条 火災【不燃材、難燃材の使用（Gr2/1を
代表に説明)】
第14条 安有【施設共通設計(Gr4/16を代表に説明 )】

16 その他（被覆施設、組立施設
等の設備構成）

第14条 安有 【その他加工施
設の構成】【施設共通方針
〈〈Gr1,2,3,4共通〉〉】

第17条 貯蔵 【貯蔵施設の設備構成〈〈Gr3/9〉〉】 第5条、第26条 地盤、第6条、第27条 地震 【Bクラス及び
Cクラスの設計方針(Gr1/1,3を代表に説明)】

５
重大事故
関係条文
の対象

3 換気設備 第30条 重大事故等対処設
備【健全性、1.2Ss等】

第5条、第26条 地盤、第6条、第27条 地震
【常設耐震重要重大事故等対処設備、常設耐震重要重大
事故等対処設備以外】
第33条 閉じ込める機能の喪失【外部放出抑制、代替グ
ローブボックス排気〈〈Gr1/3〉〉】

－

• 説明グループ４は、閉じ込め、火災、外部衝撃、溢水以外の適合性に係る設備の設計方針について説明する。
• 説明グループ５は、重大事故等対処設備の適合性に係る設備の設計方針について説明する。

説明グループと代表とする設計説明分類

19
34



別添３ 廃棄物管理施設
【追而】

20
35



共通12の資料1から資料４の記載方針，留意点等

参考資料

36



１．目的
参考資料は，本文に記載の資料１から資料４の作成にあたり，全体構成，各記載項目の記載方針，記載にあ

たっての留意点等を補足説明するものである。

37



添付１ 再処理施設（表紙）
添付２ ＭＯＸ燃料加工施設（表紙）

資料１ 申請対象設備リスト (設計説明分類の整理結果)
別添 各設計説明分類における各条⽂の適合説明対象の整理

資料２ 各条文の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理（表紙）
第4条 核燃料物質の臨界防止
・・・・

各条⽂の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理結果
参考2-1 評価項目の一覧表
参考2-2 個別補足説明資料一覧表

資料３ 設計説明分類のシステム設計，構造設計，配置設計（表紙）
(１) グローブボックス(オープンポートボックス，フードを含む。) （表紙）

(１)－１ システム設計（表紙）
①詳細設計展開表
②詳細説明図
③既認可からの変更点

(１)－２ 構造設計（表紙）
①詳細設計展開表

②詳細説明図
③既認可からの変更点

(１)－３ 配置設計（表紙）
①詳細設計展開表
②詳細説明図
③既認可からの変更点

(２) グローブボックスと同等の閉じ込め機能を有する設備（表紙）
（以降（１）の構成に同じ）

資料４ 設計説明分類の解析・評価等

本⽂
2.に係る内容

本⽂
3.に係る内容

・資料1は，構造設計等を踏まえて類型した設計説明分類を申請対象設備リストの設備ごとに設定し，資料2
以降の設計説明分類を用いた適合説明に漏れがないようにすること，及び設計説明分類に対する関係条文を
明確にすることを目的とする。
・資料1別添は，資料1から資料2へつなげるため，設計説明分類のうちどの設備が，どの基本設計方針の適用
を受けるのか紐づくようにするための資料である。資料2において，基本設計方針と設計説明分類とを紐づけるとと
もに，設計説明分類のうち各基本設計方針の対象となる範囲とも紐づける。資料１別添は，設計説明分類ご
とに各基本設計方針の対象となる範囲を明確化し，資料2の各基本設計方針と資料１の設備の紐付を行う。

・資料2の「各条文の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理結果」は，資料2の条文ごとの整理結果を
まとめることにより，設計説明分類の説明対象となる各基本設計方針が，いずれかの設計説明分類の構造設
計等において代表して資料3に漏れなく引き継がれて展開されること，また資料3がその通り作成されていることを
確認する。

・参考2-1は，各設計説明分類の構造設計等の対となる評価書が，解析，評価等の適合説明としてどの説明
グループにおいて説明を行うのか明確にする。
・参考2-2は，各個別補足説明資料について，関係する設計説明分類と設計ステップ，説明グループを明確に
する。

資料3①「詳細設計展開表」は，設計説明分類ごとに，資料2で整理した代表して説明する基本設計方針に
対して，添付書類，仕様表の記載を踏まえた，適合性に係る具体的な詳細設計方針を説明する。代表以外
の設計説明分類の構造設計等に代表と差分がある場合は，差分についての説明を合わせて行うことで，代表以
外も含めて漏れなく適合性を説明する。
また，個別補足説明資料で詳細説明を委ねる内容を明確にし，共通12と個別補足説明資料との適合説明
の範囲を明確にする。

資料3②「詳細説明図」は，資料3①「詳細設計展開表」で記載した詳細設計方針を図を用いて適合性を説
明する。仕様表記載項目に対する説明については，仕様表を合わせて示すことにより，適合性を説明する。

・資料2は，条文ごとに資料1の設計説明分類の説明対象となる基本設計方針と設計項目（システム設計，
構造設計，配置設計）を紐付けを行うことで漏れなく資料３で適合説明を実施する。また，構造設計等が同
様な基本設計方針については，代表で説明する設計説明分類を整理することで，資料3の適合説明を効率的
に行う。

資料3③「既認可からの変更点」は，設計説明分類ごとに，資料3①「詳細設計展開表」の設計方針を受けて
変更した既認可からの変更箇所を図を用いて説明を行う。

資料3は，設計説明分類単位，設計項目（システム設計，構造設計，配置設計）単位で設計説明分類の
基本設計方針の詳細設計方針及び図を用いた説明により， 構造設計等に係る条文への適合性を示すことを
目的とする。

共通12 資料1から資料４の全体構成

資料2において，基本設計方針の要求事項を受けて評価により確認する事項について，評価の方法，各設定
値の根拠について説明を行うともに，評価と対となる資料３の構造設計等の紐付し，構造設計等の設計内容
の妥当性について説明する。

本⽂
4.に係る内容 38





設計基準と重大事故で類似する設計の記載方針
• 設計基準と重大事故で類似する設計があるため、当該設計の関係整理を資料１、２で明確にする記載例を整理する。
• 資料１においては、設計基準と重大事故で類似する設計がある、竜巻、外部火災、火山、航空機落下、落雷、その他、溢水、化学薬品漏えいの各事

象で設計基準の条文要求と重大事故（第３６条）の条文要求の関係性が明確になるように以下のように示す。

外的事象（竜巻、外部火災、火山、航空機落下、
落雷、その他）、内的事象（溢水、化学薬品漏
えい）については、事象ごとに設計基準と合わ
せて説明が必要となる重大事故の適合説明対象
が明確になるように注記を記載する。

89 前処理建屋 1
外的事象 防護対象
等 屋外 建物・構
築物

8条/36条
（竜巻）

1691 中央制御室送風機 2
緊急時対策所・制御
室

23条/48条

2135 主排気筒 1
外的事象 防護対象
等 屋外 建物・構
築物

8条/36条
（竜巻）

3666 大型移送ポンプ車 17
外的事象 防護対象
等 屋外 機器・配
管

36条（竜巻）

番号 数量 設計説明分類
設計説明分類
の主条文

機器名称

安重 常設SA

安重 常設SA

安重 常設SA

― 可搬型SA

ＤＢ区分 ＳＡ区分

B-2(注1) B-2(注1) B-2(注1) B-4(注1) B-2(注1) B-4(注1) B-2(注1) B-2(注1)

B-2(注1) B-2(注1) B-2(注1) B-4(注1) B-2(注1) B-4(注1) B-2(注1) B-2(注1) B-2 B-2 ―

B-2(注1) B-2(注1) B-2(注1) B-4(注1) B-2(注1) B-4(注1) B-2(注1) B-2(注1) B-2 B-2 ―

―(注1) ―(注1) ―(注1) ―(注1) ―(注1) ―(注1) ―(注1) ―(注1) A ― A

第
八
条

竜
巻

第
八
条

外
部
火
災

第
八
条

火
山

第
十
三
条
第
１
項

第
八
条

航
空
機
落
下

第
八
条

落
雷

第
八
条

そ
の
他

第
十
二
条
第
１
項

第
三
十
六
条
第
１
項

第
三
十
六
条
第
２
項

第
三
十
六
条
第
３
項

《B-2》

注記

第八条、第十二条、第十三条の技術基準適合性説明と合わせて、第三十六条の外的事象（竜巻、外部火災、航空機落下、落雷、その他）、内的事象（溢水、化学

薬品漏えい）の技術基準適合説明が必要となる対象を示す。また、外的事象（火山の影響（降下火災物による積載荷重））、内的事象（配管の全周破断）に対し

て設計基準より厳しい条件を考慮する。

注1

資料１ 申請対象設備リスト (設計説明分類の整理結果)（2/3）
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設計説明分類
各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計説明分類の設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方 既認可からの変更点 関連する個別補足説明資料

10条A② グローブボックス ・グローブボックスの負圧を維持するための漏えいし
難い構造について，構造設計にて説明する。

【Gr1】
・グローブボックスの負圧を維持するための漏えいし
難い構造について，Gr1で説明する。

－ －

10条A③ オープンポートボック
ス

・オープンポートボックスの開口部からの空気流入風
速を確保するための構造について，構造設計にて説明
する。

【Gr1】
・オープンポートボックスの開口部からの空気流入風
速を確保するための構造について，Gr1で代表として
説明する。

－

＜各オープンポートボックス等における最大開口状態
＞
⇒各オープンポートボックスの最大開口状態につい
て，オープンポートボックスごとの作業内容と合わせ
て補足説明する。
【閉込02 オープンポートボックス等の開口部につい

10条A④ フード フ 保 オー

グローブボックス（オープン
ポートボックス，フードを含
む）

構造設計

項目
番号

基本設計方針 要求種別

3

(2)グローブボックス等，オープンポートボックス及びフードの閉じ込
めに係る設計方針
グローブボックス等は，グローブボックス排気設備により負圧に維持
し，オープンポートボックス及びフードは，グローブボックス排気設
備により開口部からの空気流入風速を確保する設計とする。

機能要求①
機能要求②
評価要求

説明対象
申請対象設備
（2項変更②）

申請対象設備
（1項新規①）

仕様表 添付書類 添付書類における記載

第２回申請

〇 粉末一時保管装置GB
ペレット一時保管棚GB
スタック編成設備GB 等

グローブボックス排気設備(グロー
ブボックス排風機，グローブボック
ス排気ダクト)
窒素循環設備(窒素循環ファン，窒
素循環ダクト，窒素循環冷却機)
分析装置GB
分析装置フード
低レベル廃液処理設備OPB 等

＜ファン＞
・容量
・原動機

＜主配管＞
・外径・厚さ

＜機械装置＞
・主要寸法

＜核物質等取扱
ボックス＞
・漏れ量
・開口部風速※
※開口部風速を維
持するための運用
上の制限である
オープンポート

添付Ｖ－１－１－２－１ 安全
機能を有する施設の閉じ込めの
機能に関する説明書

3. 施設の詳細設計方針
3.1 グローブボックス
3.1.1 グローブボックス
3.3 スタック乾燥装置
3.5 オープンポートボックス
3.6 フード
3.12 換気設備

【3.施設の詳細設計方針】
【3.1グローブボックス】
【3.1.1グローブボックス】
〇グローブボックスに係る以下
の設計方針について，説明す
る。
・グローブボックスの負圧維持
・JIS規格に基づく漏えい率
【3.3スタック乾燥装置】
〇スタック乾燥装置に係る以下
の設計方針について，説明す
る。
・スタック乾燥装置の負圧維持
・JIS規格に基づく漏えい率
【3.5オープンポートボックス】
・オープンポートボックスの開
口部に対する空気流入風速
(0 5m/s)の維持

基本設計方針の対象となる
設計説明分類の紐付，
設計項目の整理を行う。

• 基本設計方針ごとに要求を受ける設計説明分類を紐づけるとともに，設計項目（システム設計，構造設計，配置設計，評価）を整理する。
• また，資料１の申請対象設備と紐づけるため，設計説明分類のうち基本設計方針の要求を受ける対象となる範囲を資料１別添をもとに記載する。
• 設計項目のうち評価は，評価の前提となるシステム設計，構造設計，配置設計の設計説明分類と紐付を行い，資料3で構造設計等の紐付を示すとともに，

資料4で展開する。
• 設計説明分類間で，類似の設計がある場合は，代表で構造設計等を展開する設計説明分類と，代表以外の設計説明分類を設定する。（詳細は資料２

各条文の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理（2/5）に示す。）
• 基本設計方針を受けた設計説明分類の設計項目に対して，既認可からの変更点，個別補足説明資料において補足すべき事項を記載する。

資料２ 各条⽂の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理（1/5）

基本設計方針に対して
詳細設計を展開する
設計説明分類を記載。

設計説明分類の設計内容を
踏まえ，システム設計，構造
設計，配置設計に分類。また，
基本設計方針に対応して添付
計算書・評価書による説明が
ある場合は評価と記載

設計説明分類のうち，基本設計
方針の要求を受ける範囲を資料
1別添を踏まえ記載。

本設計説明分類，設
計項目の説明内容につ
いて記載する。

どの説明グループで説明するかを記載する。
また複数の設計説明分類で類似の設計
について，代表の設計説明分類で構造
設計等を展開する場合は，代表と代表
以外の設計説明分類とを紐づける。

構造設計等の展開に際して，個別
補足説明資料で補足するものについ
ては個別補足資料の名称と，補足
内容を記載する。

(右上から)

(左下へ)

各条00資料 別紙２から展開

設計説明分類の設計項
目に係る既認可からの変
更点がある場合は，その
内容を記載する。 43





資料２ 各条⽂の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理（3/5）

構造設計等を踏まえて評価として示す内容を説明する
構造設計等と対となる評価の項目については関
係性を明確にする。

「２－２：解析，評価等」における解析・評価の条件（耐震の場合，
解析モデルの設定条件など）の設定に当たって， 「２－１：システ
ム設計，構造設計等」で特別に考慮する事項

説明対
象

申請対象設備
（2項変更

②）

申請対象設備
（1項新規①）

設計説明分類
設計説明分類の

設計項目
設計項目の考え方 説明グループの考え方

構造設計
(No11-1)

・グローブボックス及びオープンポートボッ
クスの漏えい液受皿構造について，漏えいし
難い構造，漏えい量を考慮した必要高さとす
ることを構造設計にて説明する。

【Gr1】
・グローブボックス及びオープンポートボックス
の漏えい液受皿構造における漏えいし難い構造，
漏えい量を考慮した必要高さについて，Gr1で説
明する。

評価
(No11-1)

・漏えい液受皿を有するグローブボックス及
びオープンポートボックスについて，グロー
ブボックス及びオープンポートボックス内に
収納される貯槽等からの漏えい液の全量を漏
えい液受皿で保持できる設計であることを評
価にて説明する。

【Gr1】
・漏えい液受皿を有するグローブボックス及び
オープンポートボックスにおける貯槽等からの漏
えい液の全量を漏えい液受皿で保持できることの
評価について，Gr1で説明する。

－

第２回申請

グローブボック
ス（オープン
ポートボック
ス，フードを含
む）

・グローブボックス(漏
えい液受皿)
・オープンポートボッ
クス(漏えい液受皿)
・低レベル廃液処理設
備 漏えい液受皿液位
・分析済液処理装置
漏えい液受皿液位

－
(漏えい検知に係るシステム設計については，第2章 個別項目の「7.4その他の主要

な事項」の「7.4.2警報関連設備」で展開する。)

〇 －11

(d)放射性物質を含む液体
を取り扱うグローブボック
ス及びオープンポートボッ
クスは，貯槽等から放射性
物質を含む液体が漏えいし
た場合においても漏えい検
知器により検知し，警報を
発する設計とするととも
に，グローブボックス及び
オープンポートボックス底
部を漏えい液受皿構造とす
ることにより，グローブ
ボックス及びオープンポー
トボックスに放射性物質を
含む液体を閉じ込めること
で，放射性物質を含む液体
がグローブボックス及び
オープンポートボックス外
に漏えいし難い設計とす
る。
なお，グローブボックス及
びオープンポートボックス
からの漏えい防止に係る漏
えい検知器の設計方針につ
いては，第2章 個別項目の
「7.4その他の主要な事
項」の「7.4.2警報関連設
備」に示す。

機能要求
②

評価要求

基本方針
設計方針(閉じ
込め)
評価(閉じ込め)

項目
番号

基本設計方針 要求種別 展開事項

評価項目の抽出
• 基本設計方針のうち，評価に係る項目については，資料2において，要求種別，適合説明内容を踏まえて，設計説明分類の設計項目を「評価」
として抽出を行う。

• 構造設計等の対となる評価については，基本設計方針の項目番号を用いて，紐付を行う。

基本設計方針の要求種別を踏まえて評価とし
て考慮する項目を抜けなく抽出する。
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項目
番号

基本設計方針 要求種別

92

屋外の常設重大事故等対処設備は，風(台風)，竜巻，積
雪及び火山の影響に対して，風(台風)及び竜巻による風
荷重，積雪荷重及び降下火砕物による積載荷重により重
大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とす
る。

機能要求①
評価要求
運用要求

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる
範囲

（対象範囲は資料1別添を参
照）

設計説明分類の設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方

外的事象 防護対象等
屋外 機器・配管

36条① 屋外の常設重
大事故等対処設備

構造設計

設計荷重(竜巻)に対し
重大事故等への対処に
必要な機能が損なわれ
ないことを構造設計に
て説明する。

＜36条-92代表以外＞
設計荷重（竜巻）に対
する屋外の重大事故等
対処設備の構造設計に
ついては,「外的事象
防護対象等 屋外 機
器・配管」の第8条（竜
巻）-19において説明
Gr2で説明する。

外的事象 防護対象等
屋外 機器・配管

36条① 屋外の常設重
大事故等対処設備

配置設計（運用含む）

建屋内に予備品を配備
し、必要に応じて交換
することで重大事故等
への対処に必要な機能
が損なわれないことを
配置設計（運用含む）
にて説明する。

第2回申請対象

設計説明分類

各基本設計方針の対象となる
範囲

（対象範囲は資料1別添を参
照）

設計説明分類の設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方

外的事象 防護対象等
屋外 機器・配管

外的事象 防護対象等
屋外 機器・配管

8条① 屋外の竜巻防護
対象施設

36条① 屋外の常設重
大事故等対処設備

構造設計

設計荷重(竜巻)に対し
安全機能を損なわない
ことを構造設計にて説
明する。

設計荷重(竜巻)に対し
重大事故等への対処に
必要な機能が損なわれ
ないことを構造設計に
て説明する。

【8条-19代表】
設計荷重（竜巻）に対
する構造設計について
は,屋外の竜巻防護対象
施設及び重大事故等対
処設備の条件,設計方針
は共通的な内容である
ことから,「外的事象
防護対象等 機器・配
管」の第8条(竜巻）-19
の説明Gr2で説明する。
＜36条-92代表以外＞
外的事象 防護対象等
屋外 機器・配管

第2回申請対象

資料２ 各条⽂の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理（4/5）
設計基準と重大事故で類似する設計の記載方針
• 資料２は条文ごとに作成するが、第３６条の資料２で整理した要求事項のうち、設計基準の竜巻、外部火災、火山、航空機落下、落雷、その他、溢水、化学

薬品漏えいと設計が同じものはいずれかで代表して構造設計等を説明することから、「説明グループの考え方」において関連する設計基準の資料２との関係性、ど
ちらを代表で説明するかを示す。

【第８条（竜巻）】

【第３６条（竜巻の例示）】

設計基準と重大事故で同じ設
計内容を説明する場合は、構
造設計等の説明をいずれかで
代表して説明することから、
「説明グループの考え方」に
その考え方を記載する。重大事故特有の設計内容

19

安全冷却水系の冷却塔等の屋外の竜巻防護対象施設は，
設計荷重(竜巻)に対して，構造強度評価を実施し，安全
機能を損なわないよう，要求される機能を維持する設計
とする。また，設計飛来物の衝突による影響に対して安
全機能を損なうおそれのある場合には，竜巻防護対策設
備を設置することにより安全機能を損なわない設計とす
る。

評価要求

項目
番号

基本設計方針 要求種別
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申請対象設
備

（2項変更
②）

申請対象設備
（1項新規①）

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対
象となる範囲（対象
範囲は資料1別添参

照）

設計説明分類の設計
項目

設計項目の考え方 説明グループの考え方
基本設計方針 主な設備

第2回申請

資料２ 各条⽂の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理（5/5）

施設共通 基本設計方針の整理
• 資料1で整理した施設共通 基本設計方針と設計説明分類の紐付をもとに資料2について展開を行う。

グローブボック
ス（オープン
ポートボック
ス，フードを含
む。）

－ 評価

【4条-10 代表】
・使用する臨界計算コード
の信頼性については、臨界
計算コードは共通したもの
を使用するため、主要な設
備であるグローブボックス
（オープンポートボック
ス，フードを含む。）にお
いて代表にGr3で説明する。

グローブボック
スと同等の閉じ
込め機能を有す
る設備

－ 評価

＜4条-10 代表以外＞
Gr3「グローブボックス
（オープンポートボック
ス，フードを含む。）」の4
条-10を代表として説明す
る。

液体の放射性物
質を取り扱う設

備
－ 評価

＜4条-10 代表以外＞
Gr3「グローブボックス
（オープンポートボック
ス，フードを含む。）」の4
条-10を代表として説明す
る。

機械装置・搬送
設備

－ 評価

＜4条-10 代表以外＞
Gr3「グローブボックス
（オープンポートボック
ス，フードを含む。）」の4
条-10を代表として説明す
る。

ラック/ピット/
棚

－ 評価

＜4条-10 代表以外＞
Gr3「グローブボックス
（オープンポートボック
ス，フードを含む。）」の4
条-10を代表として説明す
る。

使用する臨界計算コードの
信頼性について、評価にお

いて説明する。
10

また，参考とする文献は，公表さ
れた信頼度の十分高いものとし，
また，使用する臨界計算コード
は，実験値との対比がなされ，信
頼度の十分高いことが立証された
ものを用いる。
複数ユニットに対しては，臨界計
算コードにより中性子実効増倍率
を計算し，未臨界(中性子実効増倍
率が0.95以下)となるように単一ユ
ニットの配置を設定する。

施設共通 基本設計
方針
（臨界計算に係る考
慮事項）

施設共
通 基
本設計
方針
（臨界
計算に
係る考
慮事
項）

施設共通
基本設計方
針（臨界計
算に係る考
慮事項）

38

・延焼防止機能を損なわないため
に，防火帯の維持管理を行うとと
もに防火帯内には原則として可燃
物となるものは設置せず，可燃物
を含む機器等を設置する場合に
は，必要最小限として不燃性シー
トで覆う等の対策を行うこと

施設共通 基本設計
方針（防火帯の運

用）
第一回申請と同一

―
（第1回申請内容に同じ）

条文 施設共通 基本設計方針
施設共通 基本設計方針の対

象
(関連する設計説明分類番号)

第4条 核燃料物質の
臨界防止

臨界計算に係る考慮事項

単一ユニット設定する設計説
明分類及び複数ユニット評価
を実施する設計説明分類
（1,2,4,6,9)

資料2

第8条抜粋

第4条抜粋

基本設計方針と施
設共通基本設計方
針を紐づけるため、
主な設備欄、申請
対象設備欄で示す。

資料1

資料1で整理した関連する設計説明分類
を記載。設計説明分類共通の施設共通
基本設計方針の場合は，グローブボック
ス（オープンポートボックス，フードを
含む。）の設計説明分類で基本的に展開
することとする。

第2回申請対象設備を
踏まえても，第1回申
請から追加の説明事項
がない施設共通 基本
設計方針については，
「ー（第1回申請内容
に同じ）」とする。
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資料３ 全体構成

• 設計説明分類及び設計項目（構造設計等）ごとに，「① 詳細設計展開表」，「② 詳細説明図」，「③ 既認可からの変更点」を整理する。

③既認可からの変更点
設計説明分類に属する設備等が構造設
計等における既認可から変更箇所を図を
用いて説明する。

②詳細説明図
「①詳細設計展開表」で記載した構造
設計方針等について図等で詳細設計
方針を説明する。

①詳細設計展開表
資料2の結果をもとに設計説明分類ごと，
設計項目（システム設計，構造設計，
配置設計）ごとに，代表して説明する基
本設計方針に対して展開先の添付書類，
仕様表の内容と，具体的な構造設計等
の詳細設計方針を説明する。

資料３ 設計説明分類のシステム設計，構造設計，配置設計 中表紙

目次 目次

(1) グローブボックス（オープンポートボックス，フードを含む。） 中表紙

目次 目次

(1)-1 グローブボックス（オープンポートボックス，フードを含む。）のシステム設計 中表紙

① 詳細設計展開表 書類

② 詳細説明図 書類

③ 既認可からの変更点 書類

(1)-2 グローブボックス（オープンポートボックス，フードを含む。）の構造設計 中表紙

① 詳細設計展開表 書類

② 詳細説明図 書類

③ 既認可からの変更点 書類

(1)-3 グローブボックス（オープンポートボックス，フードを含む。）の配置設計 中表紙

① 詳細設計展開表 書類

② 詳細説明図 書類

③ 既認可からの変更点 書類

(2) グローブボックスと同等の閉じ込め機能を有する設備 中表紙

（以降，設計説明分類ごとに(1)と同じ構成）
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凡例 「○」,「●」：代表で説明する設計説明分類 「△」,「▲」：代表以外の設計説明分類

※1：黒塗りの記号は評価を含む項目を示す。

※2：記号の後の数字は説明グループを示す。

シス
テム
設計

構造
設計

配置
設計

シス
テム
設計

構造
設計

配置
設計

シス
テム
設計

構造
設計

配置
設計

シス
テム
設計

構造
設計

配置
設計

シス
テム
設計

構造
設計

配置
設計

シス
テム
設計

構造
設計

配置
設計

(a)

グローブボックス（オープンポー
トボックス，フードを含む。）に
て核燃料物質を取り扱う設計であ
ることに係る配置設計

－ ○1

(b)

グローブボックスと同等の閉じ込
め機能を有する設備にて核燃料物
質を取り扱う設計であることに係
る配置設計

－ ○3

(c)
換気設備にて核燃料物質を取り扱
う設計であることに係るシステム
設計

－ ○1

(d)
液体の放射性物質を取り扱う設備
にて核燃料物質を取り扱う設計で
あることに係るシステム設計

－ ○3

(e)
ウラン粉末缶の密封構造に係る構
造設計

－ ○3

(a)

グローブボックスの負圧維持，
オープンポートボックス及びフー
ドの開口部風速維持に係る構造設
計

－ ○1

(b)
スタック乾燥装置の負圧維持に係
る構造設計

－ ○3

(c)

グローブボックス等の負圧維持，
オープンポートボックス及びフー
ドの開口部風速維持に係る換気設
備のシステム設計

－ ○1

(a)
グローブ1個の破損時における開
口部風速維持に係る構造設計

－ ○1

(b)
グローブ1個の破損時における開
口部風速維持に係る換気設備のシ
ステム設計

－ ○1

10条-5 (a)
グローブボックスの核燃料物質等
が漏えいし難い構造であることに
係る構造設計

－ ○1

(a)
MOX粉末を取り扱うグローブボッ
クスにおける粉末容器の落下，転
倒防止に係る構造設計

－ ○1

(b)
MOX粉末を取り扱うグローブボッ
クスの内装機器における粉末容器
の落下，転倒防止に係る構造設計

－ ○1

10条-8 (a)
核燃料物質等による腐食対策に係
る構造設計

－ ○1 △1 △1 △1

液体の放射性物質を内包する系統

第10条
閉じ込めの機能
第21条
核燃料物質等による汚
染の防止

10条-2

10条-3

10条-4

10条-6

条文
基本設計方針

番号
設計説明内容

構造設計等と
対となる評価
との紐付け

グローブボック
ス（オープン
ポートボック

ス，フードを含
む。）

グローブボック
スと同等の閉じ
込め機能を有す

る設備

換気設備
液体の放射性物
質を取り扱う設

備
運搬・製品容器

機械装置・搬送
設備

資料３ ① 詳細設計展開表 (2/4)

• 資料３①では，資料2の紐付整理結果から，任意の説明グループ及び設計説明分類で，説明が必要な基本設計方針に対して構造設計等の詳細設計方
針について展開する。

• 代表以外の設計説明分類については，代表で説明する設計説明分類の資料３①において，代表の設計説明分類との構造設計等の差分について説明する。

資料２ 各条文の基本設計方針に対する設計説明分類の紐付整理結果

構造設計等を展開する基本設計方針（説明項目）の抽出

条文
基本設計方針番

号
基本設計方針 代表以外の設計説明分類

10条-4
また，グローブボックスは，グローブ１個が破損した場合でもグ
ローブポートの開口部における空気流入風速を設定値以上に維持
する設計とする。

―
(代表以外の設計説明分類なし)

10条-5
グローブボックスは，給気口及び排気口を除き密閉できる設計と
する。

10条-6

MOX粉末を取り扱うグローブボックスは，以下の設計を講じる。
(a)粉末容器の落下又は転倒により閉じ込め機能を損なわないよ
う，内装機器及び内装機器の架台による干渉や容器を取り扱う機
器とパネルの間の距離の確保により，落下又は転倒した粉末容器
が，グローブボックスのパネルに直接衝突することがない設計と
する。

―
(代表以外の設計説明分類なし)

・グローブボックスと同等の閉
じ込め機能を有する設備
・換気設備
・液体の放射性物質を取り扱う
設備

10条-8

(3)核燃料物質等の漏えいに対する措置等に係る設計方針
核燃料物質等を限定された区域に適切に閉じ込めるため，核燃料
物質等の漏えいに対する措置等として，以下の設計を講じる。
(a)核燃料物質等を取り扱う設備は，内包する物質の種類に応じ
て適切な腐食対策を講じる設計とする。

(代表)

10条
閉じ込め

10条-3のグローブボックスの構
造設計と合わせて示す。

10条-3

(2)グローブボックス等の閉じ込めに係る設計方針
グローブボックス等は，グローブボックス排気設備により負圧に
維持し，オープンポートボックス及びフードは，グローブボック
ス排気設備により開口部からの空気流入風速を確保する設計とす
る。

―
(代表以外の設計説明分類なし)

資料３① 詳細設計展開表
（グローブボックス(オープンポートボックス，フードを含む。)の構造設計）

代表以外の設計説明分類がある場合は，代表（グローブボックス(オープンポート
ボックス，フードを含む。))と代表以外の行を分けてそれぞれ構造設計等を展開す
る。以降の欄で代表以外の設計説明分類の行は，代表と差分がある場合に設計
上の差分を記載する。
詳細は，「資料３ ① 詳細設計展開表 (4/4) 」に示す。 53



資料３① 詳細設計展開表 (3/4)

添付書類 詳細設計方針 • 基本設計方針を受けて，添付書類として展開される内容を記載する。
• 添付書類の記載は，太字とする。（但し，認可を受けた第1回申請の添付書類の記載から設計方針を変更していない記載は，太字としない。）
• 添付書類の記載のうち，他の設計説明分類，設計項目(構造設計，システム設計，配置設計)で説明する記載については，記載の末尾に<数字>をつけるとともに，
欄内の文章の最後にどの設計説明分類で展開するかを記載する。

仕様表記載項目 • 適合性に係る仕様表の機種分類及び記載項目を記載する。
設計上の配慮事項 • 設計上の配慮事項は添付書類の設計方針を達成するために構造設計等の詳細設計方針を特別必要な配慮事項を記載する。

• 添付書類で記載すべき設計方針については，添付書類の記載内容を直接修正する。
システム設計，構造設計，
配置設計

• 基本設計方針，添付書類の記載を踏まえて，具体的にどういうシステム設計，構造設計，配置設計とすることにより適合するのかを記載する。
• 設計説明分類内の設計の違いを踏まえ、【 】で対象をかき分けて、説明が必要な詳細設計方針を全て記載する。
• 個別補足説明資料で詳細を説明する場合は，構造設計等の適合性の概要を記載するとともに個別補足説明資料名称，補足内容を記載することで紐付を行う。
• 設計項目が「評価」の場合は，評価において確認する事項を記載する。

既認可からの変更点 • 設計項目が「システム設計（又は構造設計，配置設計）」の場合は，設計方針を受けて既認可から構造等の変更があれば記載。
• 設計項目が「評価」の場合は，既認可から評価内容，評価方法，評価パラメータについて変更があれば記載。
• 個別補足説明資料で既認可からの変更点について詳細を説明する場合は，個別補足説明資料の名称，補足内容を記載して紐付。

他条文要求との関係 • 当該条文の安全機能を踏まえた構造設計等が他条文の構造設計等に関係する場合に，基本設計方針番号により紐付。
資料番号 • 「構造設計（システム設計，配置設計）」欄での設計説明内容と，資料３②詳細説明図での当該設計の説明箇所を紐付。

• 「既認可からの変更点」欄での説明内容と，資料３③既認可からの変更点での当該説明箇所を紐付。
• 設計項目が「評価」の場合は，当該評価を説明する申請書の該当箇所（添付書類の番号と名称等）を記載。

資料３①の各項目の記載事項
基本設計方針をもとに展開する各項目の記載方針を以下に示す。代表説明を踏まえた記載方針については，次頁に示す。

添付書類 詳細設計方針
仕様表記載項目

設計分類 設計上の配慮事項 構造設計 既認可からの変更点 他条文要求との関係 資料番号

構造設計 ―

【グローブボックス】【オープンポートボックス】
・放射性物質を含む液体を取り扱うグローブボックス及びオープンポートボッ
クスの底部を漏えい液受皿構造とする。（①-1）
・漏えい液受皿は，想定される漏えい液の全量が受けられる高さを有した構造
とする。(②)
・漏えい液受皿は，液体状の放射性物質等の腐食を考慮して，ステンレス鋼と
し，溶接した構造とする。（③）
・漏えい液受皿は，漏えい検知するための漏えい検知ポットを設け，検知器が
設置できる構造とする。（①-2）

―
15条-2，3
漏えい液受皿の材
料，構造強度

【資料3②詳細説明
図】
10条（21）
①-1，①-2 ②，③

評価
―

【グローブボックス】【オープンポートボックス】
・想定される漏えい液を受けられる容量を有していることを評価する。

― ―

【Ⅴ-1-1-2-1】
3.9.1 漏えい液受
皿の容量評価
3.10.1 漏えい液受
皿の容量評価

【Ⅴ-1-1-2-1 3.10 分析設備】
(6) グローブボックスによる閉じ込め

グローブボックス内に設置される貯槽等から放射性物質を含む液体が漏
えいした場合は，漏えい検知器により漏えいを検知し，警報を発する設計
とする。また，グローブボックス底部を漏えい液受皿構造（①）とし，漏
えい液受皿は想定される最大漏えい量を保持できる高さとする（②）とと
もに，放射性物質を含む液体による腐食を考慮して，漏えい液受皿の材質
をステンレス鋼とすることで，放射性物質を含む液体をグローブボックス
内に閉じ込める設計とする。（③）
なお，貯槽等からの漏えい液の全量を漏えい液受皿で保持できることを
「3.10.1 漏えい液受皿の容量評価」に示す。(④)また，グローブボック
スからの漏えい防止に係る漏えい検知器の詳細設計方針については，「Ｖ
－１－１－11 警報設備等に関する説明書」に示す。

【Ｖ－１－１－２－１ 3.9 低レベル廃液処理設備】
(6) オープンポートボックスによる閉じ込め

オープンポートボックス内に設置される貯槽等から液体廃棄物が漏えい
した場合は，漏えい検知器により漏えいを検知し，警報を発する設計とす
る。また，オープンポートボックス底部を漏えい液受皿構造(①)とし，漏
えい液受皿は想定される最大漏えい量を保持できる高さとする(②)ととも
に，液体廃棄物による腐食を考慮して材質をステンレス鋼とすることで，
液体廃棄物をオープンポートボックス内に閉じ込める設計とする。③

なお，貯槽等からの漏えい液の全量を漏えい液受皿で保持できることを
「3.9.1 漏えい液受皿の容量評価」に示す。(④)また，オープンポート
ボックスからの漏えい防止に係る漏えい検知器の詳細設計方針について
は，「Ｖ－１－１－11 警報設備等に関する説明書」に示す。

＜核物質等取扱ボッ
クス(漏えい液受皿)
＞
・主要寸法
・主要材料

添付書類から構造設
計等への展開を紐づ
ける。

既認可変更点もあ
れば，構造設計等
と紐づける。
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資料４① 評価項目一覧表（検討中）

資料4① 評価項目一覧表
• 資料２で基本設計方針をもとに網羅的に整理した評価項目を一覧表の形にし，今回申請で説明が必要な評価項目を，いつの説明グループで，
どの設計説明分類を代表に説明するのかを明確にする。

• なお，現状は資料2 参考2-1 評価項目一覧表として整理しており，構成については検討中。
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条文
評価項目

基本設計方針
番号

基本設計方針 代表以外の設計説明分類 添付書類 詳細設計方針
評価条件等

評価にあたって特別に考慮する構造設計等 評価 既認可からの変更点
他条文要求との関

係
資料番号

3.9.1 漏えい液受皿の高さ評価
放射性物質を含む液体を取り扱うオープンポートボックスは底

部に漏えい液受皿を設け，オープンポートボックス内に収納され
る貯槽等からの漏えい液の全量を保持できる設計であることを評
価にて確認する。

(1) 評価プロセス
評価するにあたり，対象となるオープンポートボックスを選定

し，想定する漏えい量，漏えい液を保持する漏えい液受皿の面
積，漏えい液受皿内の内装架台等による欠損部から，漏えい液受
皿に生じる漏えい液の漏えい高さを算出し，設計上定める漏えい
液受皿の高さを超えないことを評価する。

評価プロセス

―

【漏えい液受皿高さ評価（評価プロセス）】
・評価するにあたり，対象となるオープンポートボックスを選定し，
想定する漏えい量，漏えい液を保持する漏えい液受皿の面積，漏えい
液受皿内の内装架台等による欠損部から，漏えい液受皿に生じる漏え
い液の漏えい高さを算出し，設計上定める漏えい液受皿の高さを超え
ないことを評価する。

―

(2) 評価条件
a. 許容限界

設計上定める漏えい液受皿の高さを許容限界として設定する。

許容限界（漏えい
液受皿高さ）

【10条-11 グローブボックス（オープンポー
トボックス，フードを含む） 構造設計（説明
Gr1）】
・漏えい液受皿は，想定される漏えい液の全量
が受けられる高さを有した構造とする。(②)

【漏えい液受皿高さ評価（許容限界）】
・仕様表に示す漏えい液受皿高さを許容限界として設定する。

― ― ―

b. 評価対象機器の設定
低レベル廃液処理設備のうち，放射性物質を含む液体を取り扱

うオープンポートボックスを評価対象として選定する。
・吸着処理オープンポートボックス
・ろ過処理オープンポートボックス

評価対象機器の設
定

―

【漏えい液受皿高さ評価（評価対象機器の設定）】
・低レベル廃液処理設備のうち，放射性物質を含む液体を取り扱う
オープンポートボックスに対して評価を行う。

― ― ―

c. 漏えい量の設定
低レベル廃液処理設備は，放射性物質を含む液体の処理をバッ

チ単位で行うため，常時液体が系統全体に流れることはないこと
を踏まえ，機器からの漏えいが最大量となることから，オープン
ポートボックス内に収容する機器のうち，最大容量を有する1機
器を漏えい対象機器とし，当該機器の容量を漏えい量として設定
する。放射性物質を含む液体を内包する機器の容量を第3.9.1-1
表に示す。

漏えい量の設定

―

【漏えい液受皿高さ評価（漏えい量の設定）】
・低レベル廃液処理設備は，放射性物質を含む液体の処理をバッチ単
位で行うため，常時液体が系統全体に流れることはないことを踏ま
え，機器からの漏えいが最大量となることから，オープンポートボッ
クス内に収容する機器のうち，最大容量を有する1機器を漏えい対象
機器とし，当該機器の容量を漏えい量として設定する。 ― ― ―

ｄ. 漏えい液受皿面積
漏えい液受皿の面積は日本産業規格に基づく漏えい液受皿の製

作公差を考
慮し，0.95を乗じて設定する。算出方法は以下のとおり。

漏えい液受皿面積＝たて×横×0.95

漏えい液受皿面積

―

【漏えい液受皿高さ評価（漏えい液受皿面積）】
・漏えい液受皿面積は，仕様表に示す寸法を用いて，日本産業規格に
基づく製作公差を考慮し，0.95を乗じて算出する。

― ― ―

e. 欠損部の容積
漏えい液受皿の範囲には内装架台等が存在することから，漏え

い液位の算出においては，これら内装架台等の容積を欠損部とし
て扱う。
なお，欠損部の考え方として，漏えい液受皿高さを超えるもの
は，漏えい液受皿高さまでの容積を欠損部として扱い，漏えい液
受皿高さを下回るものは，全容積を欠損部として扱う。欠損部の
容積は，設計図書より算出する。

欠損部の容積

―

【漏えい液受皿高さ評価（欠損部の容積）】
・欠損部となる内装架台等の容積は，設計図書に示す寸法から算出す
る。なお，漏えい液受皿高さを超えるものは，漏えい液受皿高さまで
の範囲の容積を算出し，漏えい液受皿高さを下回るものは，全容積を
算出して，欠損部の容積とする。

― ― ―

(3) 計算式
各評価対象で生じる漏えい液位は，以下の式より求める。
漏えい液位＝(漏えい量+内装架台等の容積)÷漏えい液受皿面

積

計算式

―

【漏えい液受皿高さ評価（漏えい液位）】
・漏えい量，漏えい液受皿面積，内装架台等の容積から漏えい液位を
算出する。

― ― ―

(4) 評価結果
各オープンポートボックス漏えい液受皿の評価結果を以下に示
す。

評価結果 【10条-11 グローブボックス（オープンポー
トボックス，フードを含む） 構造設計（説明
Gr1）】
・漏えい液受皿は，想定される漏えい液の全量
が受けられる高さを有した構造とする。(②)

【漏えい液受皿高さ評価（評価結果）】
・算出した漏えい液位と許容限界である漏えい液受皿高さを比較し，
漏えい液位が許容限界を超えていないことを確認する。

― ― ―

―
(代表以外の設計説明分類
なし)

(d)放射性物質を含む液体を取り扱うグローブボックス及
びオープンポートボックスは，貯槽等から放射性物質を
含む液体が漏えいした場合においても漏えい検知器によ
り検知し，警報を発する設計とするとともに，グローブ
ボックス及びオープンポートボックス底部を漏えい液受
皿構造とすることにより，グローブボックス及びオープ
ンポートボックスに放射性物質を含む液体を閉じ込める
ことで，放射性物質を含む液体がグローブボックス及び
オープンポートボックス外に漏えいし難い設計とする。
なお，グローブボックス及びオープンポートボックスか
らの漏えい防止に係る漏えい検知器の設計方針について
は，第2章 個別項目の「7.4その他の主要な事項」の
「7.4.2警報関連設備」に示す。

10条-11漏えい液受
皿の容量評
価

資料4② 評価条件，評価方法等に係る整理表（検討中）

資料２から整理した評価項目に対して，評価方針，計算書の
内容を踏まえ，評価項目ごとに評価条件等を整理する。

資料3にて示す評価の
ために特別に考慮する
構造設計等と紐付ける。

評価条件の設定の考え
方，評価方針，評価
方法について説明する。

既認可からの評価条件
の変更等について，説
明する。

他条文の評価と関連す
る場合に紐付けを行う。

解析モデル等で必要に
応じで図面等を用いて
説明する。
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設計説明分類
適合説明対象

(対象機器の詳細は資料1別添を
参照)

設計説明分類の設計分類 設計分類の考え方 説明グループの考え方

構造設計
(No11-1)

＜構造設計等で特別考慮する評
価条件＞
・許容限界（漏えい液受皿高
さ）

・グローブボックス及びオープンポートボックスの漏
えい液受皿構造の漏えいし難い構造について，構造設
計にて説明する。

＜評価のために特別に考慮する構造設計等＞
・グローブボックス及びオープンポートボックス内に
収納される貯槽等からの漏えい液の全量を漏えい液受
皿で保持できることを評価するために特別に考慮する
構造設計として，漏えい液受皿高さについて，構造設
計にて説明する

【Gr1】
・グローブボックス及びオープンポートボックスの漏
えい液受皿構造における漏えいし難い構造，漏えい量
を考慮した必要高さについて，Gr1で説明する。

評価（評価条件：許容限界（漏
えい液受皿高さ），評価対象機
器の設定，漏えい量の設定，漏
えい液受皿面積，欠損部の容
積）
(No11-1)

・漏えい液受皿を有するグローブボックス及びオープ
ンポートボックスについて，グローブボックス及び
オープンポートボックス内に収納される貯槽等からの
漏えい液の全量を漏えい液受皿で保持できる設計であ
ることを評価にて説明する。

【Gr1】
・漏えい液受皿を有するグローブボックス及びオープ
ンポートボックスにおける貯槽等からの漏えい液の全
量を漏えい液受皿で保持できることの評価について，
Gr1で説明する。

グローブボックス（オープン
ポートボックス，フードを含
む）

10条A⑥ 漏えい液受皿を有する
グローブボックス及びオープン
ポートボックス

【1.概要】
【2.基本方針】
【2.1 閉じ込め機能に関する基本方針】
・安全機能を有する施設の閉じ込め機能に関す
る基本方針について説明する。
【3.施設の詳細設計方針】
【3.9低レベル廃液処理設備】
〇低レベル廃液処理設備に係る以下の設計方針
について，説明する。
・漏えい液受皿の構造
・漏えい液受皿の容量及び想定する漏えい量の
計算結果を示し，漏えい液受皿に漏えい液を保
持できることの説明
・漏えい検知器により漏えいを検知し,警報を
発することの説明
【3.10分析設備】
〇分析設備に係る以下の設計方針について，説
明する。
・漏えい液受皿の構造
・漏えい液受皿の容量及び想定する漏えい量の
計算結果を示し，漏えい液受皿に漏えい液を保
持できることの説明
・漏えい検知器により漏えいを検知し,警報を
発することの説明

添付書類 構成 添付書類 説明内容

11

(d)放射性物質を含む液体を取り扱うグローブボックス及びオープン
ポートボックスは，貯槽等から放射性物質を含む液体が漏えいした場
合においても漏えい検知器により検知し，警報を発する設計とすると
ともに，グローブボックス及びオープンポートボックス底部を漏えい
液受皿構造とすることにより，グローブボックス及びオープンポート
ボックスに放射性物質を含む液体を閉じ込めることで，放射性物質を
含む液体がグローブボックス及びオープンポートボックス外に漏えい
し難い設計とする。
なお，グローブボックス及びオープンポートボックスからの漏えい防
止に係る漏えい検知器の設計方針については，第2章 個別項目の
「7.4その他の主要な事項」の「7.4.2警報関連設備」に示す。

機能要求②
評価要求

・基本方針
・グローブボックス(漏えい液受皿)
・オープンポートボックス(漏えい
液受皿)
・低レベル廃液処理設備 漏えい液
受皿液位
・分析済液処理装置 漏えい液受皿
液位

基本方針
設計方針(閉じ込め)
評価(閉じ込め)

添付Ｖ－１－１－２－１ 安全機能を有する施
設の閉じ込めの機能に関する説明書

1. 概要
2. 基本方針
2.1 閉じ込め機能に関する基本方針
3. 施設の詳細設計方針
3.9 低レベル廃液処理設備
3.10 分析設備

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項

条文
評価項目

基本設計方針
番号

基本設計方針 代表以外の設計説明分類 添付書類 詳細設計方針
評価条件等

3.9.1 漏えい液受皿の高さ評価
放射性物質を含む液体を取り扱うオープンポートボックスは底

部に漏えい液受皿を設け，オープンポートボックス内に収納され
る貯槽等からの漏えい液の全量を保持できる設計であることを評
価にて確認する。

(1) 評価プロセス
評価するにあたり，対象となるオープンポートボックスを選定

し，想定する漏えい量，漏えい液を保持する漏えい液受皿の面
積，漏えい液受皿内の内装架台等による欠損部から，漏えい液受
皿に生じる漏えい液の漏えい高さを算出し，設計上定める漏えい
液受皿の高さを超えないことを評価する。

評価プロセス

(2) 評価条件
a. 許容限界

設計上定める漏えい液受皿の高さを許容限界として設定する。

許容限界（漏えい
液受皿高さ）

G

b. 評価対象機器の設定
低レベル廃液処理設備のうち，放射性物質を含む液体を取り扱

うオープンポートボックスを評価対象として選定する。
・吸着処理オープンポートボックス
・ろ過処理オープンポートボックス

評価対象機器の設
定

c. 漏えい量の設定
低レベル廃液処理設備は，放射性物質を含む液体の処理をバッ

チ単位で行うため，常時液体が系統全体に流れることはないこと
を踏まえ，機器からの漏えいが最大量となることから，オープン
ポートボックス内に収容する機器のうち，最大容量を有する1機
器を漏えい対象機器とし，当該機器の容量を漏えい量として設定
する。放射性物質を含む液体を内包する機器の容量を第3.9.1-1
表に示す。

漏えい量の設定

―
(代表以外の設計説明分類
なし)

(d)放射性物質を含む液体を取り扱うグローブボックス及
びオープンポートボックスは，貯槽等から放射性物質を
含む液体が漏えいした場合においても漏えい検知器によ
り検知し，警報を発する設計とするとともに，グローブ
ボックス及びオープンポートボックス底部を漏えい液受
皿構造とすることにより，グローブボックス及びオープ
ンポートボックスに放射性物質を含む液体を閉じ込める
ことで，放射性物質を含む液体がグローブボックス及び
オープンポートボックス外に漏えいし難い設計とする。
なお，グローブボックス及びオープンポートボックスか
らの漏えい防止に係る漏えい検知器の設計方針について
は，第2章 個別項目の「7.4その他の主要な事項」の
「7.4.2警報関連設備」に示す。

10条-11漏えい液受
皿の容量評
価

資料4② 評価条件，評価方法等に係る整理表（資料2へのフィードバック）（検討中）

特別に考慮する構造設計に係
る評価条件等を明確にする

資料2

資料４②で整理した評価条件等について，
資料２にて基本設計方針，添付書類，
設計説明分類との関係を整理する。

関連する評価条件等を明確に
する

資料4②
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